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１ 計画策定の趣旨 

（１）計画策定の背景と目的                      

現在、我が国では出生率の低下に伴い、人口減少・少子化が進んでいます。 

人口減少・少子化の急速な進行は、若年労働者の減少による社会活力の低下、年

金、医療、介護などにかかる社会保障費用の個人負担増大、地域社会の変容など社

会経済システムに深く影響を与える問題です。 

さらに、子どもたちが同年代の仲間と切磋琢磨してすこやかに育つ環境や乳幼児

とふれあって育つ環境までもが奪われ、子どもにとって健全に育ちにくい社会とな

ることで、自立した社会性のある大人になることが難しくなると懸念されています。 

平成 2 年に合計特殊出生率が過去最低の「1.57」となったことを契機に、国は少

子化対策を進め、本市も様々な取り組みを行ってきました（図表１ 少子化対策に

関する国・新潟市における主な取り組み）（図表２６ 主な子ども・子育て支援施策

の取り組み状況）。 

しかし、核家族化や地域のつながりの希薄化により、子育てに対する助言や協力

を得ることが困難であったり、共働き家庭が増加している中、仕事と子育てを両立

できる環境が十分でないなど、子どもと子育てをとりまく環境は依然として厳しく、

子どもが欲しいという希望が叶えられない人も多くいます。 

  子どもが欲しいという希望が叶い、子育てをしやすい社会、そして、一人ひとり

の子どもがすこやかに成長することができる社会の実現を目指して、平成 24 年 8 月

に①「子ども・子育て支援法」②「認定こども園法の一部改正法」③「関係法律の

整備法」の「子ども・子育て関連 3 法」が成立しました。 

これらの法律に基づき、幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を充実

させ、総合的に進める「子ども・子育て支援新制度」が、社会保障・税一体改革の

一項目として、消費税率の引上げによる財源の一部を充て、平成 27 年 4 月からスタ

ートします。 

  また、「子ども・子育て支援新制度」の円滑な施行は、国が平成 25 年 6 月に決定

した「少子化危機突破のための緊急対策」の一つに位置付けられています。 

この新潟市子ども・子育て支援事業計画「新・すこやか未来アクションプラン」

は、子ども・子育て支援法に基づき策定したもので、平成 25 年 10 月から 11 月に

かけて実施した「子ども・子育て支援ニーズ調査」を踏まえ、今後の本市における

子ども・子育て支援に関する基本的な方向性や幼児期の学校教育・保育などの提供

体制の確保の内容など示したものです。 

第１章 計画の策定にあたって 
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図表 1 少子化対策に関する国・新潟市における主な取り組み 

平成 

15 年 7 月 

16 年 6 月 

16 年 12 月 

17 年 3 月 

18 年 6 月 

19 年 3 月 

19 年 12 月 

20 年 2 月 

20 年 3 月 

22 年 1 月 

22 年 5 月 

22 年 11 月 

23 年 3 月 

24 年 3 月 

24 年 8 月 

25 年 4 月 

25 年 6 月 

27 年 3 月 

～ 

   4 月

（平成 17～21 年度） 

少子化社会対策基本法 

国の取り組み 本市の取り組み 

次世代育成支援対策推進法 

少子化社会対策大綱 

平成 15.7.16 から段階施行 

地方公共団体、企業などに 

おける行動計画の策定・実施

子ども・子育て応援プラン 

新しい少子化対策 

平 15.9.1 施行 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章 

仕事と生活の調和推進のための行動指針 

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略 

新待機児童ゼロ作戦 

子ども・子育てビジョン 
子ども・子育て新システム 

検討会議 

待機児童解消「先取り」プロジェクト 

子ども・子育て新システム基本制度 

子ども・子育て関連 3 法 

平成 24.8.22 から段階施行

待機児童解消加速化プラン 

すこやか未来アクションプラン

（次世代育成支援対策行動

計画） 前期計画 策定

（平成 17～21 年度） 

保育園再編基本計画 策定

（平成 19～26 年度） 

保育園再編実施計画 

前期計画 策定

（平成 19～22 年度） 

すこやか未来アクションプラン 

後期計画 策定

（平成 22～26 年度） 

保育園再編実施計画 

後期計画 策定

（平成 23～26 年度） 

子ども・子育て支援事業計画

新・すこやか未来アクション

プラン 策定

（平成 27～31 年度） 

※平成 15 年以前は省略  本市の主な取り組み内容は 23 ページにも記載 

少子化危機突破のための緊急対策 

子ども・子育て支援新制度
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 （２）計画の期間

この計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 年間です。 

なお、年度ごとに計画の実施状況を把握、点検、公表するとともに、計画の期間

中であっても、市民ニーズや事業の進捗状況、社会情勢の変化などを踏まえながら、

必要に応じて計画の見直しを行います。 

 （３）計画の対象

子ども・子育て支援は社会全体で取り組む必要があることから、保護者、地域、

教育・保育施設、企業、行政などを含むすべての市民、団体を対象とします。 

なお、この計画における「子ども」とは、本市在住の妊娠期から乳幼児期を経て

学童期を主とした、おおむね 18 歳までの子どもとします。 

 （４）計画の位置づけ

本市では、これまで次世代育成支援対策推進法の規定による、新潟市次世代育成

支援対策行動計画「すこやか未来アクションプラン」に基づき、施策の推進に取り

組んできました。 

今後も各事業については、必要な見直しを行いながら実施していく予定ですが、

子ども・子育て支援新制度の施行に伴う、幼児期の教育・保育、地域の子育て支援

の量の拡充や質の向上を計画的に進めていくため、「すこやか未来アクションプラ

ン」を継承しつつ、内容を重点化した本計画、新潟市子ども・子育て支援事業計画

「新・すこやか未来アクションプラン」を策定することとしました。 

この計画は、子ども・子育て支援法第 61 条の規定により、幼児期の教育・保育お

よび地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保、その他この法律に基づく業務

の円滑な実施に関する計画「市町村子ども・子育て支援事業計画」として策定する

ものであり、母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12 条に規定する自立促進計画、健や

か親子 21 に基づく母子保健計画の内容を包含しています。 

また、次世代育成支援対策推進法で任意策定とされている市町村行動計画の内容

のうち、本計画に関連する事項についても盛り込んでいます。 

なお、本計画は、新潟市総合計画「にいがた未来ビジョン」の分野別計画として

位置付けられます（図表２ 計画の位置づけ）。 

子どもや子育て家庭への支援は、多様なニーズに応えるため多岐にわたりますが、

各分野においてはそれぞれ分野別計画があることから、それら関連計画と調和を図

っています。 
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この計画のほか、母子保健に関する施策で、この計画に記載のないライフステー

ジの施策については、「新潟市健康づくり推進基本計画」、主に義務教育段階の子ど

もの育成に関する施策については「教育ビジョン」により実施、推進します。 

図表２ 

子ども・子育て関連 3 法 

子ども・子育て支援法 

基本指針 

新潟県 

子ども・子育て支援事業支援計画

母子及び父子並びに寡婦福祉法 

新潟市子ども・子育て支援事業計画 

新・すこやか未来アクションプラン 

計画期間：平成 27 年度～平成 31 年度 

新潟市総合計画 

「にいがた未来ビジョン」

母子及び父子並びに寡婦福祉法規定自立促進計画 

新潟市男女共同参画行動計画 

新潟市教育ビジョン 

新潟市障がい者計画・障がい福祉計画 

新潟市生涯歯科保健計画 

新潟市健康づくり推進基本計画 

各区地域福祉計画・地域福祉活動計画 

その他の新潟市行政計画 

計画の位置づけ 

少子化危機突破のための 

緊急対策 

健やか親子 21 

次世代育成支援対策推進法

母子保健計画 
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コラム 1 子ども・子育て支援新制度とは

子ども・子育て支援新制度は、平成 24 年 8 月に成立・公布された「子ども・子育

て関連 3 法：①子ども・子育て支援法、②認定こども園法の一部改正法、③（児童

福祉法など）関係法律の整備等に関する法律」に基づく制度です。 

新制度は、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の

もとに、幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進すること

をその趣旨としています。 

新制度は社会保障・税一体改革の一項目として、消費税率の引き上げ（5％→10%）

による財源の一部（約 7,000 億円）を充てて実施されるもので、平成 27 年 4 月から

スタートします。

市町村は実施主体として、地域のニーズに基づき、事業計画を策定し、子ども・

子育て支援を総合的、計画的に行う責務を負います。 

（１）施設型給付の創設 

  これまで幼稚園、保育園に対する財政措置は、別々でしたが、新制度では幼

稚園、保育園、認定こども園に共通の給付「施設型給付」が創設され、財政支

援が一本化されます。 

  ただし、私立幼稚園については、新制度に移行しない（施設型給付を受けな

い）選択も可能です。この場合の財政支援は、これまでと同じく私学助成およ

び保護者への就園奨励費補助で行うことになります。 

  給付を受ける施設を利用する子どもについては、以下の区分で市の認定を受

ける必要があります。                        

主なポイント 

認定こども園（0～5 歳） 

幼稚園（3～5 歳） 保育園（0～5 歳） 

施設型給付 

1 号認定：3 歳以上で教育 

2 号認定：3 歳以上で保育 

3 号認定：3 歳未満で保育 

詳しくは 3６ページをご覧ください。 
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（２）幼保連携型認定こども園制度の改善 

  幼保連携型認定こども園について、単一の施設として認可、指導監督などを

一本化します。 

（３）地域の子ども・子育て支援の充実 

子ども・子育て支援法において、13 事業が「地域子ども・子育て支援事業」

として法定化され、地域の実情に応じて実施されます。 

（４）子ども・子育て会議の設置 

子育て中の保護者や子育て支援者など関係する当事者が、市町村事業計画の

策定、変更に際して意見したり、子ども・子育て支援施策の実施状況について

点検、評価、見直しを行うなど、新制度に基づく政策プロセスに参画、関与す

るため、市町村における「子ども・子育て会議」の設置が努力義務とされまし

た。 

本市では、平成 25 年 9 月に、附属機関として「新潟市子ども・子育て会議」

を設置しています。

【現行制度】 

幼 稚 園 
（学校） 

保 育 園 
（児童福祉施設） 

○学校教育法に基づく幼稚園の認可（県） 

○児童福祉法に基づく保育園の認可（市） 

○認定こども園の認定（県） 

○幼稚園：私学助成（県）＋就園奨励費補助（市） 

○保育園：運営費負担金（市） 

幼保連携型認定こども園 
（学校 および 児童福祉施設） 

【新制度】 

○改正認定こども園法に基づく認可（市） 

○施設型給付（市）に一本化 

①利用者支援事業 
②地域子育て支援拠点事業 
③妊婦健康診査 
④乳児家庭全戸訪問事業 
⑤養育支援訪問事業 
（その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業） 
⑥子育て短期支援事業 
⑦ファミリー・サポート・センター事業 
⑧一時預かり事業 
⑨延長保育事業 
⑩病児・病後児保育事業 
⑪実費徴収に係る補足給付を行う事業 
⑫多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
⑬放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

地域子ども・子育て支援事業 
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２ 子どもと子育てをとりまく現状

（１）少子化の動向                      

①出生率と出生数の推移 

本市の平成 25 年の合計特殊出生率（1 人の女性が一生の間に産むと推定される子ど

もの数）は 1.32 であり、過去最低だった平成 14 年から 18 年の 1.22 と比べると若干

増加していますが、依然として人口を維持するのに必要とされる「2.07」を大きく下

回り、全国（1.43）や県（1.44）より低い水準にあります。 

また、出生数は、昭和 50 年（11,718 人）以降ほぼ一貫して減少しており，平成 25

年は 6,285 人で過去最低となっています。 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、新潟県「福祉保健年報」 

図表４ 出生数の推移 

資料：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」 

図表３  合計特殊出生率の推移 
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②人口の推移と人口構造の変化 

本市の人口は平成 17 年国勢調査（813,847 人）をピークに減少しており、平成 25

年 10 月の推計人口は 809,934 人となっています。 

また、「将来推計人口」によると、平成 52 年には 70 万人を割って 668,345 人になる

と見込まれています。 

図表５ 新潟市・新潟県・全国における人口の推移 

 本市の人口 指数 新潟県の人口 指数 全国の人口 指数 

昭和 50 681,108 83.9 2,391,928 100.7 111,893,438 87.4 

55 730,733 90.0 2,451,357 103.2 117,060,396 91.4 

60 759,568 93.6 2,478,470 104.4 121,048,923 94.5 

平成 2 776,775 95.7 2,474,583 104.2 123,611,167 96.5 

   7 796,456 98.1 2,488,364 104.8 125,570,246 98.1 

12 808,969 99.6 2,475,733 104.3 126,925,843 99.1 

17 813,847 100.2 2,431,459 102.4 127,767,994 99.8 

22 811,901 100.0 2,374,450 100.0 128,057,352 100.0 

25 809,934 99.8 2,330,797 98.2 127,262,598 99.4 

37 759,686 93.6 2,112,473 89.0 120,658,816 94.2 

52 668,345 82.3 1,790,918 75.4 107,275,851 83.8 

年齢階層別にみると、6 歳未満の人口は昭和 50 年では、本市の総人口の 10.3％を占

めていましたが、平成 25 年には 4.8％にまで減少しています。また 6～17 歳の構成比

をみても昭和 50 年では 18.1％でしたが、平成 25 年では 10.5％と、こちらも減少の一

途をたどっています。 

一方、65 歳以上の構成比は、昭和 50 年では 7.7％でしたが、平成 25 年では 25.0％

と、3 倍以上に増加しており、本市は危機的な少子・超高齢社会となっています。 

資料：総務省「国勢調査」、平成 25 年は推計人口（市、県は 10 月 1 日現在、全国は 9 月 1 日現在） 

平成 37 年、52 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」（平成 25 年 3 月推計） 

※単位：人。指数欄は平成 22 年の人口を 100 とした場合の値。

資料：総務省「国勢調査」、新潟県「推計人口」 

図表６  年齢階層別人口割合の推移（新潟市） 
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③婚姻と出産の状況 

少子化の原因のひとつとして、結婚・出産年齢が上昇していることがあげられてい

ます。本市における 25 歳から 39 歳の未婚率は、男女ともに一貫して上昇しており、

生涯未婚率も、昭和 50 年の男性 1.4％、女性 4.3％から、平成 22 年には男性 19.4％、

女性 10.6％にまで上昇しています。 

また、平均初婚年齢は、平成 25 年には夫が 30.6 歳、妻が 29.2 歳と年々上昇してい

ます。 

さらに、出生したときの親の平均年齢も上昇しており、平成 25 年の第 1 子では父親

が 32.3 歳、母親が 30.5 歳となっています。 

図表７－１ 年齢階級別未婚率の推移・男性（新潟市） 

図表７－２ 年齢階級別未婚率の推移・女性（新潟市） 

資料：総務省「国勢調査」 
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資料：厚生労働省「人口動態統計」 

図表９－１ 夫の平均初婚年齢、父親の第１子～第３子の平均出生時年齢（新潟市） 

図表８ 生涯未婚率の推移（新潟市） 

資料：総務省「国勢調査」 

図表９－２ 妻の平均初婚年齢、母親の第１子～第３子の平均出生時年齢（新潟市） 

％ 
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2.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 

大学教育に対する教育費にお金がかかるから

保育園や幼稚園の保育料にお金がかかるから

高等学校教育に対する教育費にお金がかかるから

年齢的に妊娠・出産が難しいから

出産費用等の経済的負担が大きいから

仕事と子育ての両立が難しいから

結婚が遅い（できない）から

義務教育に対する教育費にお金がかかるから

子どもの数に応じた手当等による経済的援助が不十分だから

妊娠・出産が精神的・肉体的に大変だから

子どもの医療費等の経済的負担が大きいから

育児が精神的・肉体的に大変だから

育児の社会的支援体制が不十分だから

育児休業期間中の所得保障が不十分だから

子どもの預け先がないから

子育てに対する男性の参画が得られず、女性の負担が大きいから

職場の理解がないから（仕事を休めない、やめないといけない）

健康上の理由で妊娠・出産が難しいから

理由はわからないができないから

不妊治療にお金がかかるから

育児に自信がないから

住宅がせまいから

育児に家族の協力が得られないから

配偶者やパートナーが子どもを欲しがらないと思うから

仕事や趣味を優先したいから

少ない子どもに手をかけて育てたいから

配偶者やパートナーとの関係を大切にしたいから

公園や道路の安全対策などが不安だから

子どもが苦手だから

その他

無回答・不明

（％）

本市調査によると、理想とする子どもの人数と実際にもつつもりの子どもの人数に

は乖離があります。実際にもつつもりの子どもの人数が、理想とする子どもの人数よ

り少ない理由としては、教育費や保育料への不安が上位を占めており、次いで「年齢

的に妊娠・出産が難しいから」、「出産費用等の経済的負担が大きいから」、「仕事と子

育ての両立が難しいから」が続いています。 

図表１０－１ 理想とする子どもの人数と実際にもつつもりの子どもの人数（新潟市）

図表１０－２ 実際にもつつもりの子どもの人数が、理想の人数よりも少ない理由（新潟市）

資料：新潟市「結婚と出産に関するアンケート調査（平成 26 年度）」
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（２）世帯の状況                      

本市の世帯数は増加し続けていますが、一方で、世帯当たりの平均人員は減少し続

けています。平成 22 年の世帯数と世帯当たりの平均人員を昭和 60 年と比べると、そ

れぞれ、約 8 万 7 千世帯増、0.77 人減となっています。 

世帯の類型別にその推移を見てみると、核家族世帯が約 4 万 3 千世帯，単独世帯が

約 5 万 2 千世帯それぞれ増加しています。構成別の世帯数の推移では、夫婦のみの世

帯が増加している一方、夫婦、子どもと親からなる世帯（3 世代世帯）は減少してい

ます。また、18 歳未満の子どもがいる世帯数は年々減少しており、これらは少子化と

世帯の小規模化が同時に進んでいることを表しています。 

図表１１ 世帯数と 1 世帯あたり平均人員の推移（新潟市） 

資料：総務省「国勢調査」 

世帯 
人 

図表１２ 類型別世帯数の推移（新潟市） 

資料：総務省「国勢調査」 

百世帯 
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0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

昭和60 平成2 7 12 17 22

６歳未満の子どもがいる３世代

世帯

３世代世帯（６歳未満の子どもが

いる世帯を除く）

３世代世帯に占める６歳未満の

子どもがいる３世代世帯の割合

43,187
41,935

40,224

31,984

36,454

26,759

図表１３ 核家族世帯数の推移（新潟市）

資料：総務省「国勢調査」 

図表１４ ３世代世帯数の推移（新潟市）

資料：総務省「国勢調査」 

世帯 

世帯 



第 1章 計画の策定にあたって 

- 14 - 

1,097 

1,010 

912 

844 

792 
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24.3 
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400 
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800 
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1,200 

昭和６０ 平成2 7 12 17 22

18歳未満の子どもがいる世帯数 18歳未満の子どもがいる世帯の割合

図表１５ 18 歳未満の子どもがいる世帯数の推移（新潟市） 

資料：総務省「国勢調査」 

百世帯 ％ 
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40.0 

45.0 

50.0 

55.0 

60.0 

65.0 

70.0 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

昭和50 55 60 平成2 7 12 17 22

就業者数に占め

る女性就業者数

の割合

就業率

女性就業率

就業者数

女性就業者数

（３）就労の状況                      

①就業動向 

本市の就業者数は平成 7 年をピークに減少傾向にあり、平成 22 年には約 38 万 7 千

人となっています。就業率も下降傾向をたどっており、平成 22 年では 55.1％となっ

ています。

女性の就業者数も平成 22 年には、約 17 万 4 千人で、平成 17 年度と比べると約 1

千人減っていますが、本市の就業者全体に占める女性就業者の割合は増加しており、

平成 22 年では 44.8％となっています。全体の就業者数が同期間において減っている

ことと比べると、女性の就業が進んでいると言えます。 

百人 ％ 

資料：総務省「国勢調査」 

図表１６ 就業者の推移（新潟市） 
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93.4 

58.0 

84.4 

89.5 
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91.8 92.0 
90.8 

88.2 

66.7 

78.1 

73.0 73.1 

76.0 

78.8 

75.6 

64.8 

61.1 

72.9 

68.9 
69.6 

72.7 
75.8 

73.2 

62.8 

69.9 

78.7 

71.7 71.5 

76.9 
78.3 

72.9 

61.6 63.0 

72.9 

67.4 67.8 

74.2 76.0 

70.9 

59.7 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

単位：％

男性労働力率（H22） 男性就業率（H22） 男性労働力率（H17） 男性就業率（H17）

女性労働力率（H22） 女性就業率（H22） 女性労働力率（H17） 女性就業率（H17）

資料：総務省「国勢調査」

②年齢階級別就業状況 

本市の年齢階級別就業率をみると、女性は 30 歳代を谷とする、いわゆるＭ字カー

ブを描いています。これは、結婚、出産、育児などの要因により一旦離職した女性が、

子育てなどが一段落すると再び職に就くという傾向が背景にあるとされています。 

平成 17 年から平成 22 年にかけて 30 代の女性就業率は増加しており、就業率と労働

力率と比較すると、30 代前半の女性では約 4％の差があることから、環境の整備を行

うことにより就業率がさらに増加することが見込まれます。 

図表１７ 年齢階級別就業率および労働力率（新潟市） 

資料：総務省「国勢調査」 

コラム２「新潟市 子ども・子育て支援ニーズ調査」について 

本市では、子ども・子育て支援新制度のもと、支援の充実に向けて、教育・保育

施設や子ども・子育て支援事業の必要な量の見込みを算出し、本計画を策定するた

め、就学前児童の保護者の方、小学生の保護者の方を対象に「子ども・子育て支援

ニーズ調査」を行いました。子育てでお忙しいなか、調査の趣旨をご理解くださり、

ご協力いただきました方々に、あらためて感謝申し上げます。 

【調査の概要】 

 ○調査期間 平成 25 年 10 月 28 日～11 月 25 日 

 ○就学前児童保護者 配付数：6,000 人 回収数：3,353 人（回収率 55.9％） 

 ○小学生児童保護者 配付数：6,000 人 回収数：3,323 人（回収率 55.4％） 

 ○調査内容 保護者の就労状況、定期的な教育・保育の利用状況・利用意向、 

       子ども・子育て支援事業の利用状況・利用意向 など 
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15.1 

1.2 
3.2 

32.6 

28.3 

11.5 

8.1 
10.8 

12.5 

23.4 

41.0 

3.3 2.1 

6.9 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

45.0 

50.0 

12時以前 12～15時台 16～17時台 18～19時台 20～21時台 22時以後 無回答

父親

母親

15.8 

1.0 
3.2 

34.9 

26.6 

8.9 9.5 

12.9 

16.2 

22.4 

34.0 

5.5 

2.4 

6.6 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

45.0 

50.0 

12時以前 12～15時台 16～17時台 18～19時台 20～21時台 22時以後 無回答

父親

母親

5.2 

10.3 

33.3 

30.1 

31.3 

39.2 

0.3 

0.3 

0.1 

0.2 

0.4 

0.7 

27.3 

15.0 

0.3 

0.5 

1.8 

3.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童

保護者

小学生

保護者

ひとり親家庭 フルタイム×フルタイム 父フルタイム×母パートタイム

父パートタイム×母フルタイム パートタイム×パートタイム 専業主夫

専業主婦 無業×無業 判定不能

③保護者の就労状況 

平成 25 年 10 月から 11 月にかけて実施した「子ども・子育て支援ニーズ調査」によ

り、就学前児童および小学生の保護者の就労状況を比較すると、子どもが小学生にな

ると専業主婦（夫）家庭が減少し、共働き家庭が増えています。 

就労している保護者の帰宅時間は、母親は 16～19 時台に多く、父親は 18 時～21 時

台に多くなっています。 

図表１８－２ 就労している保護者の帰宅時間（新潟市） 

【就学前児童保護者】 

【小学生保護者】 

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査（平成 25 年度）」 

図表１８－１ 保護者の就労状況（新潟市）

％ 

％ 
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5時間54分

6時間31分
6時間14分

1時間3分
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3時間33分
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4時間32分
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家事、育児、介護などに従事する時間の平均は、主な子育て世代である 30 代が最も 

  長くなっています。30 代男性の従事時間は、以前より長くなってきているものの、女

  性の方が男性よりも長時間となっています。

   なお、子どもがいる夫婦を対象にした全国調査では、夫の休日の家事・育児時間が 

  長いほど、第 2 子以降が出生する割合が高くなる傾向があります。 

図表１９ 家事、育児、介護などに従事する平均時間（新潟市） 

資料：新潟市「男女共同参画に関する基礎調査」

資料：厚生労働省「第 11 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年度）」 

図表２０ 夫の休日の家事・育児時間別にみた第 2 子以降の出生状況（全国） 

【平日】 

【休日】 

（分） 

（分） 



第 1章 計画の策定にあたって 

- 19 - 

43.5%

1.4%

28.8%
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母親の育休取得

父親の育休取得
平成20年度

平成25年度

29.0%
30.7%

20.9%
18.1%

28.7%
31.5%

21.8%

17.5%

26.6%
28.8%

20.8% 22.1%

0%

10%

20%

30%

40%

400万円未満 400万円～600万円未満 600万円～800万円未満 800万円以上

新潟市 新潟県 全国

   平成 20 年度と平成 25 年度における就学前児童の保護者の育児休業取得状況を比較 

  すると、父親、母親いずれも取得率が増えています。ただし、父親の育児休業取得率 

  は、まだ少ない状況です。 

④所得の状況 

  世帯主が 15 歳から 49 歳の世帯（単身世帯を除く）における世帯所得別の世帯割合 

 を比較すると、本市は 400 万円未満の割合が県、全国よりも若干多くなっています。 

図表２１ 就学前児童保護者の育児休業取得状況（新潟市）

資料：新潟市「子育て支援ニーズ調査（平成 20 年度）」「子ども・子育て支援ニーズ調査（平成 25 年度）」 

図表２２ 世帯所得別割合の比較

資料：総務省「就業構造基本調査（平成 24 年度）」 

※対象：世帯主が 15 歳から 49 歳の世帯（単身世帯を除く） 
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45.8 
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32.1 
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17.8 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

22年度

23年度

24年度

25年度

子育てしやすいまちだと思う どちらかといえば子育てしやすいまちだと思う

どちらとも言えない どちらかといえば子育てしにくいまちだと思う

子育てしにくいまちだと思う 無回答

（４）子育てに関する意識・子どもの意識

①子育てに関する意識 

「新潟市子育て市民アンケート」では、本市の子育て環境への評価について、「子育

てしやすいまち」「どちらかといえば子育てしやすいまち」という評価は年々増加する

傾向にありますが、「どちらかといえば子育てしにくいまち」「子育てしにくいまち」

と感じている人も平成 25 年度では約 2 割います。 

また、「子ども・子育て支援ニーズ調査」では、住んでいる地域の子育ての環境や支

援について、満足している割合よりも、満足していない割合の方が多くなっています。 

同調査では、子育てを「楽しい、やや楽しい」と感じている人の割合は 7 割超であ

り、子育てに不安、負担を感じることが「少ない、やや少ない」人が「多い、やや多

い」人を上回っています。また、就学前児童の保護者では、「楽しいと感じることはや

や多く、不安、負担を感じることは多くも少なくもない」という回答が最も多く、小

学生の保護者では「楽しいと感じることが多く、不安、負担を感じることは少ない」

という回答が最も多くなっています。 

図表２３ 本市の子育て環境への評価（新潟市）

【就学前児童保護者】 

【小学生保護者】 

資料：新潟市「子育て市民アンケート」 
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17.1 

17.0 

44.3 

43.5 

19.6 

18.8 

11.6 

12.2 

1.2 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童保護者

小学生保護者

満足している やや満足している 普通

やや満足していない 満足していない 無回答

就学前児童保護者 ①－②－③ 
回答 

割合 
小学生保護者 ①－②－③ 

回答 

割合 

最も多い回答 4－3－3 7.0％ 最も多い回答 5－5－5 7.5％ 

2 番目に多い回答 5－5－5 5.3％ 2 番目に多い回答 3－3－3 6.4％ 

3 番目に多い回答 3－3－3 4.3％ 3 番目に多い回答 4－3－3 5.9％ 

図表２４－２ 子育てについて感じること（新潟市）

【①楽しいと感じる】 

【②不安を感じる】 

【③負担に感じる】 

図表２４－１ 住んでいる地域の子育ての環境や支援についての満足度（新潟市） 

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査（平成 25 年度）」 

【①-②-③】 

①楽しいと感じることが……「１」-少ない、「５」-多い 

②不安を感じることが………「１」-多い、「５」-少ない 

③負担に感じることが………「１」-多い、「５」-少ない 
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②子どもの意識 

一方、子どもの意識について小学 5、6 年生に対する「新潟市生活・学習意識調査」 

  の結果をみてみると、学年が上がるにつれて自己評価が厳しくなる傾向があるものの、 

  7 割以上が自分に良いところがあると認め、8 割以上は他者への思いやり、将来に夢を 

  もっているという回答をしています。同学年の結果を経年比較すると、自分にはよい 

  ところがあるという児童は、平成 25 年度には 23 年度より、いずれも増加しています。 

  友だちのよいところを見つけたり、友だちが落ち込んでいるとき励ましたりしている 

  という児童は、平成 24 年度から 25 年度で増加しています。また、将来の夢やつきた 

  い仕事があるという児童も、平成 23 年度から 25 年度にかけて増加しています。

資料：新潟市「生活・学習意識調査」 

図表２５－１ 自分にはよいところがある（新潟市） 

図表２５－２ 友だちのよいところを見つけたり、 

       友だちが落ち込んでいるとき励ましたりしている（新潟市）

図表２５－３ 将来の夢やつきたい仕事がある（新潟市） 
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※平成15年以降の主な取り組みの流れは2ページにも記載

　本市ではこれまで、子どものすこやかな育ちを支援するため、保育園待機児童ゼロの堅持をはじめとして、子ども・子育て支援の環境整備を行ってきました。
　主な取り組み内容は次のとおりです。
図表３１　主な子ども・子育て支援施策の取り組み状況（新潟市）

(5) 主な子ども・子育て支援施策の取り組み状況

図表２６
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１ 計画の体系 

第２章 計画の基本的な考え方 

基本方針（１） 

子どものすこやかな 

育ちを守り、支える 

基本方針（２） 

子育て家庭の暮らしと 

安心を支える 

基本方針（３） 

すべての人々が子ども 

と子育てに関わりを持 

ち、連携して支える 

目指すそれぞれの姿 

基本理念 
子ども・家庭・地域に笑顔があふれるまち にいがた

施策分野１ 

子どもがすこやかに 

育つ環境づくり 

基本施策１ 

幼児期の教育・保育 

の充実と幼保小連携 

の取り組みの推進 

基本施策２ 

放課後対策の総合的 

な推進 

基本施策３ 

障がいのある子ども 

への支援の充実 

施策分野２ 

安心して妊娠、出産、

子育てができる環境 

づくり 

基本施策４ 

妊娠・出産・育児の

ための切れ目ない

母子保健の充実

基本施策５ 

精神的負担、不安を 

軽減する支援の充実 

基本施策６ 

経済的な負担軽減施策 

の充実 

基本施策７ 

ひとり親家庭の自立 

支援の推進 

施策分野３ 

社会全体で子どもを 

大切にする環境づくり 

基本施策８ 

ワーク・ライフ・バラ 

ンスの推進と子ども・ 

子育てを応援する機運 

の醸成 

基本施策９ 

児童虐待防止と要保護 

児童等対策の推進

基本施策１０ 

社会的養護体制の充実 

図表２７体系のイメージ 

連動して取り組む！ 
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２ 基本理念 

本市は「子ども・家庭・地域に笑顔があふれるまち にいがた」を基本理念として掲げ、

本計画を推進することにより、「すべての子どもが地域のなかですこやかに育つまち」「一

人ひとりの妊娠、出産、子育ての希望が叶うまち」「子どもと子育てが地域を結ぶまち」の

実現を目指します。 

子どもたちのすこやかな育ちと子育てを支えることは、一人ひとりの子どもや保護者の

幸せにつながることはもとより、地域社会の活力につながる、重要な未来への投資、未来

への希望です。すべての子どもがすこやかに暮らし、育つことは私たちの願いであり、社

会全体で取り組むべき最重要課題の一つです。 

子ども・子育て支援は、「保護者が子育てについての第一義的責任を持つ」という基本的

認識を前提としつつ、保護者の育児を肩代わりするものではなく、男女ともに保護者が自

己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、保護者としての成長を支えて、子

育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていくもので

す。 

このような支援によって、より良い親子関係が形成され、子どものすこやかな育ちにつ

ながるという理解のもと、社会を構成する一人ひとりが、自らの役割と責任を自覚し、連

携しながら取り組んでいく必要があります。 

また、それらの支援は、「子どもへの支援」や「子育て家庭への支援」など対象を単独と

して行われるものではなく、それぞれが密接に、かつ連動して行われなければなりません。 

さらに、本市においてこれまで培われてきた地域の絆、市民力といった強みを生かしな

がら、子どものすこやかな育ちと子育てを、地域を含めた社会全体で支えることは、地域

の新たな支え合い、助け合いの仕組みづくりやさらなる地域力の向上につながります。 

このように、地域および社会全体が、子育て中の保護者の気持ちを受け止め、寄り添い、

支えることを通じ、保護者の不安や負担を和らげ、子育てをより楽しいと感じ、希望する

人数の子どもを安心して産み育てられ、障がい、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の

事情により社会的な支援の必要性が高い子どもを含めたすべての子どもが大事にされ、す

こやかに成長し、自己実現を図ることができるよう取り組むことが、「子どもの最善の利益」

の実現につながります。

に子ども 家 庭 地 域 ・ ・

笑顔があふれるまち にいがた
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３ 目指すそれぞれの姿 

 基本理念で示す「まち」を実現することによって目指すそれぞれの姿は次のとおりです。 

◎ 保護者の適切な関わりや質の高い教育・保育などを通じて、自分が愛されている

と実感し、ありのままの自分を受け入れ、周りを慈しむ優しい心が育まれ、一人ひ

とりがかけがえのない存在となっています。 

◎ 様々な体験に感動や喜びを感じ、考え、判断し、行動して課題を解決する「自ら

生きる力」を身につけています。 

◎ 多くの人々とのふれあいや同年代の子どもとの集団生活を通じて、他者との違い

を理解し、それぞれの個性を尊重しながら、他人との協調や思いやり、互いに信頼

し助け合う人間関係を築く「共に生きる力」を育んでいます。 

◎ 自分のまちに親しみや愛着を持ち、将来に夢や希望を描き、心豊かにいきいきと

育っています。 

◎ 周囲の様々な支援を受けながら、家庭を大切にし、子どもに愛情を注ぎ、子ども

の成長に感動しながら、家族で協力して子育てを楽しむとともに、保護者自身も成

長することに喜びを感じ、一人ひとりが望む妊娠、出産、子育てができています。 

◎ 就労を希望する人が仕事と子育てを両立でき、父親が育児に積極的に関わるなど、

男女ともにしっかり子どもと向き合っています。 

◎ 男女ともに、保護者同士や地域の人々とのつながりを持ち、連携して、地域の子

ども・子育て支援に役割を果たしています。 

子どもは・・・ 

保護者は・・・ 
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◎ 地域の人々や団体が子どものすこやかな育ちに配慮し、子どもの活動を支援し、

子どもと子育て家庭を見守っています。 

◎ 「地域の子どもは地域で育てる」という考えのもと、人々が子どもの模範となる

行動をしているとともに、交流の機会と場がつくられ、互助・近助といった支え合

い、助け合いが実践され、活気にあふれています。 

※「地域の人々や団体」とは、隣近所をはじめ、市民活動・地域活動者、自治会、コミュニテ

ィ協議会、民生委員児童委員、ＮＰＯなどをイメージしています。 

地域は・・・ 

◎ 子どものすこやかな育ちのための良質な環境を整え、適切な支援を行うとともに、

地域における子ども・子育て支援の中核的な役割を担っています。 

※「学び・育ちの施設」とは、幼稚園、保育園、認定こども園、学校、放課後児童クラブ、児

童養護施設をはじめとした社会的養護施設など、子どもが学び、成長するための場を提供する

教育施設、児童福祉施設などをイメージしています。 

学び・育ちの施設は・・・ 

◎ 男女ともに、一人ひとりが安心して働き、意欲や能力を十分に発揮しつつ、仕事

と子育てを両立できる職場環境を整えています。 

 ◎ それぞれの分野における事業活動に加え、地域の一員として、地域の活動に参加

したり、本市の子ども・子育て支援施策に協力するなど、様々な活動を通じて、子

どものすこやかな育ちを支援しています。 

企業・事業主は・・・ 

◎ 公的な子ども・子育て支援施策を推進しながら、市民の意見を把握し、ニーズに

応じた支援の質・量を充実するとともに、効果的な情報発信を行っています。 

◎ すべての市民、団体、企業・事業主など子どもをとりまく関係者の連携にかかる

中心的役割を担い、総合的な調整機能を発揮してその活動を支えています。 

行政は・・・ 
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４ 基本方針 

（１）子どものすこやかな育ちを守り、支える

■ 人にとって乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期です。

■ おおむね１歳までの乳児期は、保護者との愛着形成により、情緒的な安定が図られ、

身体面の著しい成長が見られる時期です。その様々な行動や欲求に、身近な大人が積極

的に関わることで、他者に対する基本的信頼感が芽生え、成長が促されます。 

■ おおむね３歳までの幼児期は、人や物との関わりを広げ、行動範囲を拡大させていく

時期です。自分を見守ってくれる大人の存在により、安心感を得るとともに、自発的に

活動することで、主体的に生きていく基盤となり、また、徐々に人間関係を広げ、社会

性を身につけはじめます。 

■ おおむね３歳以上の幼児期は、自我や主体性が芽生えるとともに、人間関係の面でも

日々急速に成長する時期です。多様な活動を経験し、豊かな感性と好奇心、探究心や思

考力が養われ、それらがその後の生活や学びの基礎となります。 

■ 学童期は、乳幼児期に培われた心情や基本的生活習慣などを土台として、生きる力を

育むことを目指し、成長も著しい時期です。学校教育とともに、様々な体験、交流活動

のための十分な機会を提供し、放課後などにおける子どもの健全な育成にも適切に配慮

することが必要です。 

 ■ こうした子どもの段階や個人差に留意し、一人ひとりが、かけがえのない個性ある存 

  在として認められ、自己肯定感を持って育まれるとともに、子ども同士が集団の中で育 

  ち合うことができるよう、良質で適切な環境を整え、すべての子どもの「生きる力」を 

 伸ばし育むとともに、そのすこやかな育ちを等しく保障する施策を推進します。 

幼稚園、保育園、認定こども園、放課後児童クラブなどが安全で、安心して過ごせる

居場所となり、それぞれの成長に応じた適切な教育・保育、集団生活での育ち合いを通

じて、子どもが、自尊感情や自己肯定感、周りを慈しむ心を育み、一人ひとりが将来に

夢や希望、目標を描き、それを実現するための「力」を身に付けるための土台を構築で

きるよう、すべての子どもがすこやかに育つ環境づくりを進めます。 

基本施策１  幼児期の教育・保育の充実と幼保小連携の取り組みの推進 

  基本施策２  放課後対策の総合的な推進  

基本施策３  障がいのある子どもへの支援の充実 

施策分野１ 子どもがすこやかに育つ環境づくり 
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（２）子育て家庭の暮らしと安心を支える

■ 結婚年齢の上昇などに伴い、高齢出産の割合が高くなっており、不妊治療を受ける方

も増加しています。また、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化、親自身が出産前

に乳幼児とふれあう経験が少なくなっていることなどに加え、昨今の経済状況を背景と

した共働き家庭の増加やひとり親家庭の増加など家庭をとりまく環境の変化によって、

就労の有無や状況にかかわらず、妊娠、出産、子育てに関する負担や不安、孤立感が高

まっています。 

■ 一人ひとりが希望する妊娠・出産・子育てを実現できるよう、若い世代に対する妊娠・

出産の正しい知識の普及啓発、母子の健康管理など妊娠、出産への支援、的確な助言が

できる相談機関、リフレッシュのための一時預かり、保護者同士が交流できる場の整備

など精神的な安定を図る環境の整備に加え、子育てに対する経済的支援、ひとり親家庭

の自立支援など、様々な施策に引き続き取り組みます。 

■ 子育てに関する不安や負担の要因は様々であり、行政による取り組みに加え、地域の

子育て支援団体や、元気な高齢者世代など市民力・地域力を結集し、連携しながら、母

子ともに健康に過ごせる支援、困難を抱える子育て家庭の支援など、多様な場面で、き

め細かな支援を提供できる環境を整えることが必要です。 

■ また、環境を整備するだけでなく、支援が必要なときに、適切なサービスを利用でき

るような情報発信も重要です。

■ 男女ともに保護者がしっかり子どもと向き合い、子どもの成長に喜びや生きがいを感

じながら子育てし、保護者自身も成長できるよう、地域や社会が保護者に寄り添い、負

担や不安、孤立感を和らげる施策を推進し、妊娠、出産、子育ての一貫した「切れ目な

い支援」を推進します。 

妊娠、出産、子育てに関する負担や不安、孤立感を軽減し、一人ひとりが安心して、

希望する人数の子どもを産み育てられ、男女ともに保護者がしっかりと子どもと向き合

い、子どもの成長に喜びや生きがいを感じながら子育てを楽しみ、子どもの育ちを支え

ることができる環境づくりを進めます。 

基本施策４  妊娠・出産・育児のための切れ目ない母子保健の充実 

基本施策５  精神的負担、不安を軽減する支援の充実 

基本施策６  経済的な負担軽減施策の充実 

基本施策７  ひとり親家庭の自立支援の推進 

施策分野２ 安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくり 
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（３）すべての人々が子どもと子育てに関わりを持ち、連携して支える

■ 子どものすこやかな育ちのためには、保護者、地域、学び・育ちの施設、企業・事業

主、行政、その他社会のあらゆる分野における構成員が、子どもの育ちと子育て支援の

重要性に対する関心と理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要

です。 

■ 子どもの学び・育ちの施設においては、子どもが安全に安心して活動、生活できると

ともに、施設関係者が、一人ひとりの子どもと向き合い、その成長を支援できる環境を

整えなければなりません。また、地域に開かれ、地域と共にある施設となるようにする

ことも大切です。 

■ 隣近所をはじめ、市民活動・地域活動者、自治会、コミュニティ協議会、民生委員児

童委員、ＮＰＯなど地域の人々や団体が、子どもを見守り、その活動を支援し、保護者

の気持ちに寄り添って支えるとともに、保護者自身も地域の人々とのつながりを持ち、

連携することで、地域において支え合う「互助」や隣近所が支え合う「近助」を拡大・

強化し、地域の子どもを地域コミュニティの中で育むことが必要です。また、このこと

を通して、子どもが地域に親しみと愛着を持って育ち、地域に活気があふれ、さらなる

地域力の向上につながります。 

■ 企業・事業主においては、子育て中の労働者が男女を問わず子どもに向き合えるよう、

労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるような雇用環境の整備を行うことが重

要です。あわせて、本来の事業活動に加え、地域活動や本市の施策に協力するなど様々

な活動により、子ども・子育てを支援することも求められます。 

■ 行政は、このように各々が連携しながら、それぞれの役割を果たせるよう、その中心

的役割を担い、総合的な調整機能を発揮してそれぞれの活動を支えるとともに、市民の

意見を把握し、ニーズに応じた子ども・子育て支援を質・量ともに充実させ、効果的な

情報発信を行い、機運の醸成を図るなど、一人ひとりの妊娠、出産、子育てに関する希

望が叶えられ、すべての子どもがすこやかに成長できる社会の実現に向けた施策を推進

します。 

子育ては保護者がその第一義的責任を持つと同時に、次代の担い手を育成するという

営みであることから、社会のあらゆる分野における構成員が、子どもの育ちと子育て支

援の重要性に対する関心と理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことに

より社会全体で子どもを大切にする環境づくりを進めます。

基本施策８  ワーク・ライフ・バランスの推進と子ども・子育てを応援する機運の醸成

基本施策９  児童虐待防止と要保護児童等対策の推進

基本施策１０ 社会的養護体制の充実 

施策分野３ 社会全体で子どもを大切にする環境づくり 
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図表２８役割のイメージ 
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１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法および法に基づく基本指針において、市町村が子ども・子育て支

援事業計画を策定するにあたり、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・

保育施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、「教育・保育提供区域」を設定

し、「教育・保育提供区域」ごとに、幼稚園、保育園、認定こども園といった「教育・保育

施設」などについて、必要な量の見込みを算出し、提供体制の確保の内容とその実施時期

を示すこととされています。 

本市においては、市政のメーンステージであり、それぞれが主体となり、特色あるまち

づくりを進めてきた 8 つの行政区を基本的な「教育・保育の提供区域」とすることで、区

の特徴、実情に合わせて、住民に身近なサービスを提供しながら、魅力あるまちづくりに

つなげていきます。 

ただし、事業によっては、ニーズや提供体制が広域的、統一的であることから、全市域

を提供区域に設定します。 

 資料：新潟市作成（人口は住民基本台帳による） 

区名 
世帯数

（H25）

人口 0-5 歳人口 6-11 歳人口 教育・保育施設数 

（H26） （上段：H25  下段：H31 見込み） 

北区 27,584 世帯 
77,472 人 3,699 人 4,049 人 

28 施設 
76,260 人 3,423 人 3,940 人 

東区 58,131 世帯 
139,008 人 6,837 人 7,268 人 

45 施設 
138,353 人 6,776 人 6,776 人 

中央区 82,687 世帯 
175,287 人 8,561 人 8,332 人 

60 施設 
179,815 人 8,708 人 8,669 人 

江南区 25,435 世帯 
69,663 人 3,701 人 3,868 人 

28 施設 
69,475 人 3,610 人 3,883 人 

秋葉区 28,101 世帯 
78,364 人 3,725 人 4,218 人 

26 施設 
77,212 人 3,603 人 4,069 人 

南区 15,017 世帯 
46,838 人 2,165 人 2,279 人 

17 施設 
44,960 人 2,000 人 2,146 人 

西区 64,655 世帯 
157,102 人 7,967 人 8,126 人 

49 施設 
158,725 人 7,804 人 8,326 人 

西蒲区 19,615 世帯 
60,847 人 2,432 人 2,923 人 

22 施設 
57,561 人 2,183 人 2,522 人 

新潟市計 321,225 世帯 
804,581 人 39,087 人 41,063 人 

275 施設 
802,361 人 37,936 人 40,331 人 

第３章 計画に基づく事業内容 

図表２９ 各区の概況 
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２ 施策分野ごとの事業内容 

施策分野１ 子どもがすこやかに育つ環境づくり 

◎ 本市では、乳幼児期における多様な教育・保育ニーズに対応するため、前計画であ

る新潟市次世代育成支援対策行動計画「すこやか未来アクションプラン」および、新

潟市保育園再編計画における各種施策の基本的方向や実施目標などに基づき、取り組

みを進めてきました。 

教育分野については、市立幼稚園の運営のほか、私立幼稚園および新潟市私立幼稚

園協会が実施する事業に係る経費に対し補助金を交付し、幼稚園における幼児教育を

充実させ、幼児のすこやかな成長を支援してきました。 

保育分野については、増加を続けている入園児童数への対応として、施設整備を積

極的に行うことにより定員を拡充し、平成 18 年度から待機児童ゼロを堅持するとと

もに、乳児保育・休日保育などの多様な保育サービスを拡充してきました。 

また、各種職員研修の実施や、食物アレルギー対応の強化、そして１歳児に対する

保育士配置基準を国基準より手厚く（国基準：おおむね 6:1⇒市基準：おおむね 3:1）

することを条例で明記するなど、子どものすこやかな成長を図るため保育の質の向上

に取り組んできました。 

○保育事業… 

 H21:定員 17,950 人（待機児童 0人）⇒ H26：定員 20,035 人（待機児童 0人） 

○乳児保育事業… H21：190 園 ⇒ H26：213 園 

○休日保育事業… H21：5 園 ⇒ H26：10 園 

○早朝・延長保育事業…  H21：193 園 ⇒ H26：222 園（全園） 

○私立幼稚園すこやか補助金… 

H23 私立幼稚園への各種補助金を統合し創設（H26：41 園（全園）に補助） 

○保育園における食育の取り組み… 

・「食育の日」の啓発 H21：195 園 ⇒ H25：200 園 

・アレルギー児の対応 H26：222 園（全園） 

H26：専任調理員の配置を新規開始（133 園） 

○歯科保健関連事業… 

・フッ化物（フッ素）洗口 H21：141 園 ⇒ H25：189 園 

これまでの取り組みと成果 

基本施策１ 幼児期の教育・保育の充実と幼保小連携の取り組みの推進
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グラフ 

◎ 教育分野に関しては、子ども一人ひとりの個性や能力を大切にした魅力あふれる教

育を推進するとともに、家庭や地域との連携を深め、子どもの成長を支援する教育環

境の確保を推進する必要があります。 

◎ 保育分野に関しては、従来の取り組みを継続しながら、就労する保護者の就労形態

の多様化に対応し、子育てと仕事の両立を支えられるよう、各種保育サービスの拡充

と質の向上を図り、子どもの健全な育成を支援しながら、保護者が安心して就労でき

る環境整備が求められています。 

  重点的な取り組みとしては、入園申込者数の増加傾向に対応するため、必要な量の

保育園定員を確保し、待機児童ゼロを堅持するよう取り組むことが必要です。 

図表３０

◎ 幼保小連携とは、幼稚園や保育園などと小学校がそれぞれの役割・実態を理解し、

一貫性のある教育・保育を提供するために、相互に協力し連携することです。 

子どもがより良い環境において心身ともにすこやかに成長し、思いやりの心や豊か

な人間性を育めるよう、幼保小連携の強化、体制の拡充が求められてきています。 

現状と課題 

資料：新潟市作成 

入園児童数の動向（新潟市）
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◇ 幼稚園における幼児教育を充実させ、幼児のすこやかな成長への支援をするた

め,今後も私立幼稚園に対して補助がなされるべきである。 

◇ 保育園での一時預かりの受け入れを増やすには，保育士の確保についても考える

必要がある。 

子ども・子育て会議などでの意見 

◎ 幼児期の教育環境の改善を図り、子どもが主体的に考え、行動できるよう適切な

教育支援を行っていきます。 

◎ ニーズ調査結果に基づく保育サービスを提供し、仕事と子育てを両立できる環境

を整備するとともに、子どもがすこやかに成長できるよう保育環境の改善を行って

いきます。 

◎ 幼保小連携を深め、強化することによって、一貫した教育・保育の提供を図り、

集団生活を通じて、子どもを育み支援していきます。 

待機児童数 

取り組みの方向性 

成果指標 

平成26年度 

0人 

平成 31年度 

0人 
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コラム３ 1 号認定・2号認定・3号認定とは

子ども・子育て支援新制度では、施設などの利用を希望する保護者の方に、利用のた 

めの認定を受けていただきます。 

  新制度では、1号認定、2号認定、3号認定という 3つの区分の認定に応じて、施設（幼

稚園、保育園、認定こども園）などの利用先が決まっていきます。 

○ 1 号認定（教育標準時間認定） 

子どもが満 3歳以上で、教育を希望される場合 

    利用先 幼稚園、認定こども園 

○ 2 号認定（満 3歳以上・保育認定） 

   子どもが満 3歳以上で、「保育の必要な事由（※）」に該当し、保育園などでの 

保育を希望される場合 

    利用先 保育園、認定こども園 

○ 3 号認定（満 3歳未満・保育認定） 

子どもが満 3歳未満で、「保育の必要な事由（※）」に該当し、保育園などでの 

保育を希望される場合

    利用先 保育園、認定こども園、地域型保育事業 

※「保育の必要な事由」（保育認定にはいずれかの該当が必要）とは 

    □就労 

    □妊娠、出産 

    □保護者の疾病、障がい 

    □同居または長期入院などをしている親族の介護 

    □災害復旧 

    □求職活動（起業準備を含む） 

    □就学（職業訓練校などにおける職業訓練を含む） 

    □虐待やＤＶの恐れがあること 

    □育児休業取得中に、既に保育を必要としている子どもがいて継続利用が必要で 

あること 

    □その他、上記に類する状態として市町村が認める場合 

※同居の親族の方が子どもを保育することができる場合、利用の優先度が調整

される場合があります。
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幼稚園や保育園、認定こども園などでは、個々の事業が持つ基本的な方向性に基づき、

多様な教育・保育サービスを展開していきます。それぞれが個別の目的を持ち、役割を

担ったうえで、子どもたちのすこやかな育ちと子育てを支えていきます。 

また、個々の事業は、小学校へ入学するための必要な基礎を育むという目的は共通し

ているため、就学を見据えた取り組みが必要になります。 

(1) 幼稚園とは 

義務教育およびその後の教育の基礎を培うものとして、幼児にふさわしい環境の

中で、幼児のすこやかな成長を促すことを目的に、義務教育およびその後の教育の

基礎を培うための教育を行う学校です。 

保護者の就労状況にかかわらず、幼児が就学前に教育を受ける機会を提供する役

割を有しています。 

本市には、平成 26 年 4月現在で私立 41園、公立 12 園（県立 1園含む）あり、

幼児教育の更なる振興や幼小連携の推進、幼稚園の安定的な経営などに資するよ

う、今後も引き続き必要な支援などを行っていきます。 

(2) 保育園とは 

保育園は、児童福祉法に基づく児童福祉施設です。

保護者が就労していたり、病気の状態にあるなどのために、家庭において十分に

保育することができない児童を、保護者にかわって保育することを目的とし、あわ

せて、児童のすこやかな成長を促す役割を有しています。 

本市には、平成 26 年 4月現在で私立 122 園、公立 87 園あり、増加傾向にある保

育ニーズに対応するため、保育の質の向上を図りながら、定員の拡充を行っていき

ます。 

(3) 認定こども園とは 

認定こども園は、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（略称：認定こども園法）」に基づき、小学校就学前の子どもに教育

および保育ならびに保護者に対する子育て支援の総合的な提供を行う施設です。 

本市には、平成 26 年 4月現在で私立 13園あり、保護者の就労状況に関わらず、

就学前の教育・保育を一体として捉え、一貫して提供できる総合施設であることか

ら、地域の状況や必要性などを考慮し、設置を推進していきます。 

１ 乳幼児期の教育・保育と幼保小連携 

主な取り組み 
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(4) 地域型保育事業とは 

子ども・子育て支援新制度において、教育・保育施設に加え、市町村認可事業と

して児童福祉法に位置付けられる事業です。（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問

型保育、事業所内保育） 

少人数での保育が可能となるため、多様な保育ニーズにきめ細かく対応すること

を目的としていますが、保育需要が高い 0～2歳児の受け入れを基本としているた

め、卒園後の連携施設の確保を円滑に行い、一貫性を保つよう配慮します。 

(5) 小学校との連携について  

幼稚園や保育園、認定こども園などへ入園し、卒園後、小学校へと入学するとい

う一連の流れは、連続性、一貫性があるものでなければなりません。 

乳幼児期の多様な教育・保育ニーズに対応するための基盤整備を行うことによ

り、保護者の子育てに対する不安感の軽減を図りながら、子どもたちが自尊感情、

自己肯定感を育めるような教育・保育環境の質の改善を行い、そこで培われた力が

円滑に小学校での生活へとつながり、さらなる成長へと結びつくよう幼保小連携の

強化と、体制の拡充が求められます。 

具体的には、幼保小連携の視点を重視した研修や地域の小学校への訪問による体

験学習、就学前連絡会の開催による小学校との情報交換、交流などにより、連携体

制の見直し、強化を図っていきます。 

コラム４ 必要な量の見込みの算出について 

市町村子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事

業などについて、計画期間に必要となる「量の見込み」を地域の子どもや保護者の利用状

況、利用希望を踏まえて「教育・保育提供区域」ごとに定めることとなっています。 

本市でも、平成 25年度に実施した「新潟市子ども・子育て支援ニーズ調査」の結果や内

閣府による「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等のため

の手引き」、子ども・子育て支援法に基づく基本指針の参酌標準などを踏まえて、それぞ

れ必要な量の見込みを算出しています。 
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(1) 教育・保育施設の整備

ニーズ調査結果から算出された必要な量の見込みに対応するため、それぞれの地域の実情

に応じ、必要な施設を整備することなどにより、施設の適正配置を図るとともに、多様な教

育・保育ニーズに応えていきます。

幼児期の教育・保育

２６年度実績 ２７年度見込み ２８年度見込み 

教育 保育 教育 保育 教育 保育 

３～５ 

歳 

３～５ 

歳 

１・２ 

歳 
０歳 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５ 

歳 

３～５ 

歳 

１・２ 

歳 
０歳 

３～５ 

歳 

３～５ 

歳 

１・２ 

歳 
０歳 

全
市

①利用数 6,672 12,744 6,655 972 6,755 12,795 6,917 1,208 6,495 12,850 7,066 1,422 

②定員 9,005 20,035 7,987 12,543 6,763 1,179 7,987 12,677 6,918 1,340 

③必要数 

（①－②） 2,333 
336 

1,232 
252 154 29 

1,492 
173 148 82 

北
区

①利用数 298 1,423 656 107 318 1,416 660 129 287 1,431 672 145 

②定員 640 2,180 510 1,477 688 135 510 1,464 688 148 

③必要数 

（①－②） 
342 6 192 61 28 6 223 33 16 3 

東
区

①利用数 1,215 2,192 1,154 200 1,236 2,177 1,208 261 1,180 2,144 1,242 324 

②定員 1,471 3,480 1,360 2,078 1,153 249 1,360 2,078 1,163 259 

③必要数 

（①－②） 
256 66 124 99 55 12 180 66 79 65 

中
央
区

①利用数 2,453 2,157 1,362 208 2,554 2,196 1,405 262 2,532 2,218 1,427 324 

②定員 3,229 3,555 2,973 2,089 1,337 249 2,973 2,132 1,372 311 

③必要数 

（①－②） 
776 172 419 107 68 13 441 86 55 13 

江
南
区

①利用数 253 1,460 751 86 251 1,477 799 117 240 1,486 830 152 

②定員 390 2,265 390 1,417 766 112 390 1,490 832 152 

③必要数 

（①－②） 
137 32 139 60 33 5 150 4 2 0 

秋
葉
区

①利用数 530 1,328 604 74 537 1,340 615 83 531 1,328 621 90 

②定員 800 1,960 740 1,289 591 80 740 1,277 596 87 

③必要数 

（①－②） 
270 46 203 51 24 3 209 51 25 3 

南
区

①利用数 57 1,003 396 50 47 981 439 54 47 986 447 59 

②定員 140 1,445 140 962 430 53 140 955 433 57 

③必要数 

（①－②） 
83 4 93 19 9 1 93 31 14 2 

西
区

①利用数 1,641 2,110 1,240 191 1,610 2,143 1,294 239 1,507 2,187 1,333 273 

②定員 1,940 3,435 1,509 2,107 1,273 235 1,509 2,148 1,309 268 

③必要数 

（①－②） 
299 106 101 36 21 4 2 39 24 5 

西
蒲
区

①利用数 225 1,071 492 56 203 1,065 497 63 172 1,070 494 55 

②定員 395 1,715 365 1,124 525 66 365 1,133 524 58 

③必要数 

（①－②） 
170 96 162 59 28 3 193 63 30 3 

２ 教育・保育サービスの充実 

必要な量の見込み 
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２９年度見込み ３０年度見込み ３１年度見込み 

教育 保育 教育 保育 教育 保育 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

３～５ 

歳 

３～５ 

歳 

１・２ 

歳 
０歳 

３～５ 

歳 

３～５ 

歳 

１・２ 

歳 
０歳 

３～５ 

歳 

３～５ 

歳 

１・２ 

歳 
０歳 

全
市

①利用数 6,286 12,906 7,175 1,598 6,171 12,860 7,192 1,679 6,236 12,816 7,201 1,723 

②定員 7,987 12,865 7,084 1,452 7,987 12,899 7,175 1,622 7,987 12,875 7,190 1,683 

③必要数 

（①－②） 1,701 
41 91 146 

1,816 
39 17 57 

1,751 
59 11 40 

北
区

①利用数 251 1,430 685 168 235 1,416 681 191 222 1,424 678 195 

②定員 510 1,441 690 169 510 1,423 685 192 510 1,426 679 195 

③必要数 

（①－②） 
259 11 5 1 275 7 4 1 288 2 1 0 

東
区

①利用数 1,153 2,111 1,274 369 1,139 2,107 1,276 373 1,168 2,108 1,279 381 

②定員 1,360 2,144 1,242 324 1,360 2,111 1,274 369 1,360 2,108 1,276 373 

③必要数 

（①－②） 
207 33 32 45 221 4 2 4 192 0 3 8 

中
央
区

①利用数 2,500 2,257 1,461 373 2,519 2,245 1,473 388 2,529 2,249 1,482 402 

②定員 2,973 2,218 1,427 324 2,973 2,257 1,461 373 2,973 2,249 1,473 388 

③必要数 

（①－②） 
473 39 34 49 454 12 12 15 444 0 9 14 

江
南
区

①利用数 258 1,488 824 185 242 1,487 819 210 233 1,484 812 228 

②定員 390 1,488 830 152 390 1,488 824 185 390 1,487 819 210 

③必要数 

（①－②） 
132 0 6 33 148 1 5 25 157 3 7 18 

秋
葉
区

①利用数 494 1,348 631 94 491 1,353 641 101 478 1,353 651 99 

②定員 740 1,328 621 90 740 1,348 631 94 740 1,353 641 101 

③必要数 

（①－②） 
246 20 10 4 249 5 10 7 262 0 10 2 

南
区

①利用数 44 973 441 58 39 957 435 58 38 935 426 57 

②定員 140 986 447 59 140 973 441 58 140 957 435 58 

③必要数 

（①－②） 
96 13 6 1 101 16 6 0 102 22 9 1 

西
区

①利用数 1,463 2,226 1,369 290 1,387 2,236 1,381 294 1,443 2,228 1,393 303 

②定員 1,509 2,187 1,333 273 1,509 2,226 1,369 290 1,509 2,236 1,381 294 

③必要数 

（①－②） 
46 39 36 17 122 10 12 4 66 8 12 9 

西
蒲
区

①利用数 121 1,073 490 61 119 1,059 486 64 124 1,035 480 58 

②定員 365 1,073 494 61 365 1,073 490 61 365 1,059 486 64 

③必要数 

（①－②） 
244 0 4 0 246 14 4 3 241 24 6 6 
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時間外保育事業

(2) 多様な教育・保育サービスの提供 

① 乳児保育 

保育園、認定こども園では、保護者の就労形態の多様化や核家族化などによる

様々な保育ニーズに対応するため、213園で乳児保育を実施しており、うち 124

園で月齢 2か月からの乳児保育を行っています。 

次世代育成支援や男女共同参画などの観点から、男女を問わない育児休業の取

得を推進していますが、現状では産休明けからの職場復帰などが増えていること

から、引き続き必要に応じて、月齢 2か月からの乳児保育を実施していきます。 

② 時間外保育事業 

保育園、認定こども園では、保護者の保育ニーズにより延長保育を実施してい

ます。 

現在、すべての保育園、認定こども園で平日 18時以降開園しています。今後

もすべての園で平日 18時以降の延長保育を実施します。 

また、平日 19 時以降の延長保育のニーズもあることから、今後新規に整備す

る施設については、すべて平日 19時以降の延長保育を実施することとします。

既存の施設についても，ニーズに応じて実施します。 

25 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

27 年度 

見込み 

28 年度 

見込み 

29年度 

見込み 

30年度 

見込み 

31年度 

見込み 

全 市 
利用者数 

(人／年) 
8,653 9,515 10,239 10,190 10,121 10,040 10,006 

北 区 利用者数 765 860 956 950 935 921 914 

東 区 利用者数 1,590 1,751 1,687 1,672 1,652 1,641 1,640 

中 央 区 利用者数 1,823 2,037 2,272 2,275 2,276 2,275 2,274 

江 南 区 利用者数 944 1,020 973 969 972 963 956 

秋 葉 区 利用者数 806 870 986 977 970 968 961 

南 区 利用者数 416 449 456 452 446 437 428 

西 区 利用者数 1,751 1,925 2,339 2,335 2,328 2,301 2,310 

西 蒲 区 利用者数 558 603 569 559 543 534 524 

③ 休日保育

保育園、認定こども園に通っている児童で、日曜日、祝日も保護者の就労など

により保育が必要な場合の保育需要に対応するため、休日などに児童を保育して

います（H26：10 園）。保護者のニーズに合わせ、未設置の北区や必要性の高い

中央区・西区に順次拡充します。 

必要な量の見込み 
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幼稚園での預かり保育

④ 夜間保育 

保護者の多様な就労形態に対応するため，夜間保育（午後 10 時以降開所園）

および 24時間保育を実施しています（H26：4 園、うち 1園は 24 時間保育）。今

後も継続して実施していきます。 

⑤ 幼稚園での預かり保育 

幼稚園において、働きながら幼稚園に通わせたいなどの保護者の要望に応え、

正規の教育時間の前後に在園児を預かり、保育活動を行っています。 

○ 現在の実施状況 

・市内 41園で実施 

・現在は，新潟県の補助制度（私学助成）により実施 

 北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 計 

実施園 5 6 16 2 1 1 8 2 41 

○ 今後の方向性・提供体制 

・量の見込みに対する提供体制は、私学助成による預かり保育、一時預かり事

業（幼稚園型）、幼稚園の認定こども園化のいずれかとなります。 

区  
25 年度 

実績 

26 年度 

見込み

27年度 

見込み 

28 年度 

見込み 

29年度 

見込み 

30 年度 

見込み 

31 年度 

見込み 

全 市 
利用者数 

(人／年) 
167,916 160,699 188,471 180,140 175,329 170,772 173,831 

北 区 利用者数 6,192 5,670 7,322 6,616 5,792 5,416 5,126 

東 区 利用者数 27,054 28,491 29,675 28,320 27,673 27,345 28,052 

中 央 区 利用者数 58,872 58,714 60,466 59,945 59,202 59,642 59,883 

江 南 区 利用者数 4,458 5,038 7,345 7,028 7,560 7,079 6,818 

秋 葉 区 利用者数 2,028 2,531 2,235 2,209 2,057 2,044 1,987 

南 区 利用者数 720 1,012 1,133 1,126 1,075 937 921 

西 区 利用者数 66,318 57,742 77,080 72,174 70,044 66,417 69,074 

西 蒲 区 利用者数 2,274 1,500 3,215 2,722 1,925 1,892 1,970 

必要な量の見込み 
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⑥ 障がいのある子どもへの対応 

現在、各幼稚園、保育園、認定こども園で受入体制を整え、様々な障がいに対

応した教育・保育を行っています。 

今後も引き続き、健常児との集団教育・保育を基本とし、適切な環境のもとで、

子どもの利益を最優先に考え、家庭や医療機関、児童相談所、（仮称）児童発達

支援センター「こころん」、特別支援教育サポートセンターなど、関係機関との

連携を強化しながら、幼稚園、保育園、認定こども園などでの受け入れ体制を整

備します。 

(3) 教育・保育内容の充実 

① 各種研修の実施による質の向上 

質の高い教育・保育サービス提供のため、公立・私立園間での職員交流の実施

や各種研修の充実、外部評価の実施など、様々な事業を展開します。 

② 地域との交流と協働

運動会などの行事への招待、高齢者支援施設への訪問、祖父母との交流活動、

園児以外の児童や異年齢交流などを通じ、地域との交流を深めます。 

また、コミュニティ協議会や町内会、自治会などと協働し、地域の人々の園運

営（防犯など）への参加を促進します。 

③ 食育の推進 

子どもたちが楽しみながら、食に関する知識や食を選択する力を身に着け、健

全な食生活の実現と心身のすこやかな成長が図られるよう、職員を対象とした食

育研修の実施や、食育推進に関する様々な催事を実施する「食育の日」の普及な

どに取り組みます。 

また、食物アレルギー対応の強化として、研修会の実施や、専任調理員の配置

（除去食調理に要する時間分）などにより子どもたちのすこやかな育ちを支援し

ていきます。 

④ 教育ファームの推進 

小学校・中学校・特別支援学校では、農業が身近にある特性を活かし、授業（学

習指導要領）と農業体験を結びつけた農業体験学習（アグリ・スタディ・プログ

ラム）を推進することで、子どもたちの「生きる力」を育みます。 

幼稚園・保育園などについても幼稚園教育要領および保育所保育指針などと結

びつけたプログラムを作成し、就学前から農業に触れる体験を推進するととも

に、保護者の参画も促すことで、農業体験を子育てに活かしていきます。 
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⑤ 老朽化・狭あい化対策としての公立保育園の統合による環境の改善 

施設の老朽化や狭あい化が進んでいる既存保育園について，より良い保育環境の確

保や機能強化，施設定員の適正化を図るため，民間活力の導入（※1）を視野に入れな

がら統廃合の実施時期を検討していきます。 

区 園 名 
経過年数 

(H26.4 現在) 
検討内容 

東 区 
石 山 48 

老朽化・狭あい化による統合 
第二中野山 42 

中央区 

１

八 千 代 (H26 改築) 
基幹保育園（※2）である 

八千代保育園へ機能を集約 
敷 島 33 

白 山 32 

２

万 代 29 

老朽化・狭あい化による統合 長 嶺 33 

宮 浦 乳 児 41 

江 南 区 
曽 野 木 39 

老朽化による統合 
第二曽野木 36 

西 区 
内 野 31 

老朽化・狭あい化による統合 
上 五 十 嵐 56 

※1 民間活力の導入

公立保育園の民営化は、本市の「行政改革プラン 2015」、「民間委託等の推進方針」

により、民間活力の積極的導入の観点から推進することとしています。 

民営化にあたっては、地域における保育ニーズや役割分担、公立・私立保育園の配

置バランス、統廃合や老朽化など施設整備の必要性なども考慮しながら対象保育園を

選定するとともに、移行の際は、市民の意見を反映し、関係者と十分な協議を行うな

ど、行政責任を確保しながらすすめます。 

※2 基幹保育園

通常の保育を行うほか、区や関係機関との連携を図りながら、地域における保育の

実情や課題を把握し、保育情報の発信、ニーズに即した保育、子育て支援事業の展開

を図ることを目的に区に１園程度の整備を進めていきます。 

また、すべての保育園の質を向上させるため、区と連携を図りながら研修などによ

る専門性の高い人材育成を行います。 
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 施策分野１ 子どもがすこやかに育つ環境づくり 

基本施策２ 放課後対策の総合的な推進 

◎ 「放課後児童クラブ」は、保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学校な

どに通う子どもたちに、遊びや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業で

あり、女性の就労の増加や少子化が進行する中、仕事と子育ての両立支援、児童

の健全育成対策として重要な役割を担っています。 

◎ 本市では放課後児童クラブを利用する児童が年々増え続けており、公設クラブ

の施設整備や運営を行うとともに、民設クラブの運営助成を行い、待機児童を出

さないよう受入れ、地域の子どもたちを地域で見守る体制を整えてきました。 

◎ 放課後児童クラブの運営は、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、学校法人、保護者会、

生活協同組合、株式会社など多様な団体が行っており、さらに、平成26年度から、

モデルとして、3つの地域コミュニティ協議会が放課後児童クラブの運営を開始し

ました。 

◎ 子どもふれあいスクール（※注）事業においては、地域の協力を得て実施校を

増やし、放課後などの子どもの居場所づくりを進めました。 

  ○放課後児童クラブ施設数、在籍児童数… 

H21：107施設、5,941人 ⇒ H26：128施設、7,375人 

  ○子どもふれあいスクール実施小学校数… H21：42校 ⇒ H26：67校 

これまでの取り組みと成果 

図表３１ 放課後児童クラブの施設整備状況の推移（新潟市） 

※注 本市では、放課後子供教室を「子どもふれあいスクール」と呼んでいます。 

資料：新潟市作成                                  各年度 5月 1日時点
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◇ 生活するスペースや静養するスペースをきちんと確保してあげないと、子どもた

ちが安心して過ごせる場所や、魅力がある場所にならない。 

◇ 高学年受け入れに際し、人数のあふれているクラブの施設整備について、早めに

着手すべきである。子どもたちの放課後の居場所確保には、地域の協力と理解も

必要である。 

◇ 子どもふれあいスクールや児童館など、地域の子が使える社会資源を生かし、

各々が機能を果たしたうえで、連携していくべきである。 

◇ 地域の子どもを地域で育てる仕組みが必要。地域も真剣になって子どもたちの放

課後のことを考えていかなければならない時代になってきている。 

◇ 子どもたちが放課後の環境条件の中でいかに育っていくかに焦点を当て、子ども

の育ちをどのように図っていくかという観点で、本市の放課後児童クラブの条例

の基準を定めることが必要と考える。 

◇ 子どもと保護者の家庭での関係が、愛情でしっかりと結ばれたうえで、地域や学

校での生活が成り立つ。保護者のすべてのニーズを満たすことが必ずしも良いこ

ととは言えない。 

子ども・子育て会議などでの意見 

◎ 放課後児童健全育成事業者に対し、研修や情報交換会を行い、公設・民設を含め

た本市の放課後児童クラブ全体が、条例の基準を満たし、常に最低基準を超え、

設備および運営を向上させるよう図っていきます。 

◎ 小学校 6 年生までを受け入れ対象とし、必要な量の見込みを確保するため、学校

施設などを活用しながら、施設整備を行っていきます。 

◎  子どもふれあいスクールや小学校、地域コミュニティ協議会をはじめとした地域

などとの連携を進めることなどで、子どもたちに安心安全な生活の場を提供する

だけでなく、活動の幅を広げ、多様な体験、活動を行うことができる事業となる

よう取り組みます。 

取り組みの方向性 

放課後児童健全育成事業を利用する児童数

成果指標 

平成26年度（5月1日現在） 

7,375人 
平成 31年度 

 10,831人 

平成 26年度（9月1日現在） 

1.93回 
平成 31年度

 2.5 回 

子どもふれあいスクールの週当たりの開催日数

子どもふれあいスクールと放課後児童クラブとの一体型実施か所数

平成２６年度（５月１日現在）

１か所
平成31年度

20か所
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主な取り組み 

(1) 必要な量の見込みと確保方策

児童福祉法の改正に合わせ、放課後児童クラブは、小学 6 年生までが対象となり

ます。 

本市ではニーズ調査結果および調査時点で 5 歳児だった小学 1 年生の平成 26 年 4

月の放課後児童クラブの利用状況を反映して算出した、今後 5 年間の必要な量の見

込みを確保するため、学校施設の活用を基本とし、状況により学校外施設なども活

用しながら、放課後児童クラブの整備を行っていきます。 

２ 放課後児童クラブの整備 

(1) 「新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」に

定める基準に沿った運営 

① 職員 

支援の単位（おおむね児童 40 人以下）ごとに放課後児童支援員資格をもつ職

員を 2人以上配置する必要があります。 

このことを基本としながら、うち１人を補助員に代えることができるという

規定もありますが、本市では、人材育成を図る観点から、補助員であっても、「放

課後児童健全育成事業に従事した日から 3 年以内に放課後児童支援員となるこ

とが見込まれるもの」としています。 

② 施設・設備 

遊びおよび生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた区画を

児童１人につきおおむね１.65 ㎡以上確保する必要があります。（専ら事務の用

に供する部分、便所その他これらに類するものを除きます。） 

5 年間の経過措置期間内に、基準を上回る運営が行えるよう、施設整備を進め

ていきます。 

(2) 放課後児童健全育成事業者への研修と情報共有 

平成 26 年度から、本市の放課後児童健全育成事業者および従事している職員

を対象に研修や情報交換会を実施しており、新制度における運営について、「新

潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」の内容を中心

に情報共有を行い、各クラブの状況などを話し合う機会を設けています。 

市全体の放課後児童健全育成事業の質の向上を図るために、今後も公設・民設

の事業者・職員への研修実施と情報共有に努めていきます。 

１ 放課後児童クラブ全体の質の向上 
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必要な量の見込み 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
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本市の放課後児童クラブは、昭和 41 年 9月、鏡淵、入舟、桃山、木戸の 4施設で、父母

会または運営委員会が有償ボランティアを指導員とし、地域の子どもたちを地域で見守る

ような形で、運営をスタートさせました。 

運営主体はそれぞれ違っていましたが、当初から「ひまわりクラブ」という名称が使わ

れており、平成 5年に公設化されました。 

核家族化の進行と女性の社会進出を背景に需要は高まり続け、平成 27年 2 月現在、公設

のひまわりクラブは 80 クラブ 105 施設に、民設の放課後児童クラブは 26 クラブに増えま

した。 

運営は、社会福祉法人やＮＰＯ法人、学校法人、保護者会、生活協同組合、株式会社、

地域コミュニティ協議会など多様な団体が行っています。 

民設の放課後児童クラブは、ひまわりクラブの大規模化の解消や、ひまわりクラブ未設

置小学校区での開設など本市の放課後児童健全育成事業において、重要な役割を担ってい

ます。 

(1) 子どもふれあいスクールの整備

新たに実施を希望する小学校区を調査、把握し、実施に向けて取り組むとともに、

現在実施しているふれあいスクールについても、事業内容のさらなる充実を図り、

平成 31 年度までに開催日数の平均を週 2.5 回とすることを目指していきます。

(2) 連携の推進 

新潟市放課後子どもプラン推進委員会を設置しており、本市の放課後対策事業実

施方法のあり方について検討しています。 

また、放課後児童クラブと子どもふれあいスクールの所管課や関係者が集い、各

小学校の実情に合わせた両事業の連携や一体型の実施について、具体的に意見交換

を行い、平成 31 年度までに、20 か所の一体型の実施を目指すとともに、両事業を

行うすべての実施校において、連携の強化を図っていきます。

すべての就学児童が放課後を安心、安全に過ごし、多様な体験、活動ができるよ

う、子どもふれあいスクールや小学校、地域コミュニティ協議会をはじめとした地

域などと連携しながら、総合的な放課後対策について取り組んでいきます。 

(3) 共通理解 

平成 25 年度から、子どもふれあいスクール事業研修会へ放課後児童クラブ職員が

参加するなど、子どもふれあいスクール運営主任、スタッフおよび放課後児童クラ

ブ職員、両者の共通理解を図る取り組みを行っています。今後も継続して行ってい

きます。

３ 子どもふれあいスクールや小学校、地域などとの連携 

コラム５ 新潟市の放課後児童クラブの歴史 
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 施策分野1 子どもがすこやかに育つ環境づくり 

基本施策3 障がいのある子どもへの支援の充実 

◎ 引き続き早期の気づき・早期支援につなげる体制や相談支援の充実が求められて 

います。 

◎ 障がいのある子どもが、身近な地域で療育支援が受けることができるよう、地域

の関係機関の連携体制の整備や支援ネットワークの構築が求められています。 

◎ 障がいのある子ども一人ひとりに対する、生活や学習のきめ細かな支援とともに、

放課後などの居場所の確保や充実が求められています。

現状と課題 

◎ 必要な人が必要なサービスが受けられるよう、適切なサービスの供給に努めてきま

した。 

子どもたちの成長・発達の確認と育児支援を目的として、乳児健康診査・1歳 6か

月児健康診査・3歳児健康診査などを継続して実施するとともに、児童相談所や新潟

市発達障がい支援センター「ＪＯＩＮ（ジョイン）」、医療機関など関係機関との

連携を行い、障がいの早期気づきと相談支援に努めました。 

各区の療育事業や幼児ことばとこころの相談センターにおいて、ことばや発達に遅

れのみられる就学前の児童に対する発達支援を行いました。 

幼稚園や保育園における発達障がい児支援の専門性を向上させ、関係機関との連携

を強化するために、発達障がい児支援のリーダー的役割を担う発達支援コーディネ

ーターを養成およびフォローアップする研修を行いました。

保護者への相談体制を整備し、障がいのある子どもや発達が気になる子どもの子育

てへの不安を軽減しました。 

  就学している障がいのある子どもについて、授業の終了後又は休業日に放課後等 

 デイサービス事業や放課後支援事業を行い、健全育成を図りました。 

 ○ 療育教室、専門医による発達相談… H25 全区で実施 

○ 発達支援コーディネーター… H25 養成研修開始 H26 フォローアップ研修開始

 ○ （仮称）児童発達支援センター「こころん」の整備… H25 開始 H27 開所予定 

 ○ 放課後等デイサービス… H24：7事業所 ⇒ H25 14 事業所 

 ○ 障がい児放課後支援事業〈夏休み限定型モデル事業〉… H23 開始 

これまでの取り組みと成果 
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gurahu  

◇  療育分野について、需要が多い状況であり、供給体制の充実が必要。 

◇ 乳幼児健診、幼稚園、保育園、認定こども園などで支援が必要と思われた子どもに

ついて、就学などの際に、各機関へ情報が確実に橋渡しされる必要があるなど、さ

まざまな関係機関の連携が強化されるべき。 

子ども・子育て会議などでの意見 

◎ 児童発達支援など必要な人が必要なサービスを受けられるよう、適切なサービス

の供給を確保していくとともに、サービスの質の向上に努めます。 

◎ 引き続き早期の気づき・支援につなげるための乳幼児健康診査の充実と、障がい

に気づいた後の専門的な相談を行う場である各区の発達相談、身近な地域での支

援の場である各区の療育事業の充実や発達支援コーディネーターの養成に努め、

専門機関との連携を図りながら、身近な地域での相談で保護者が子どもの特性に

ついて理解できるような体制の充実に努めます。 

◎ 障がいのある子どもが、身近な地域で療育支援が受けられるよう、地域での体制

を整備するとともに、（仮称）児童発達支援センター「こころん」などの専門機

関の充実を図ります。 

◎ 放課後等デイサービスなどの放課後などの居場所づくりを推進し、学校と連携し

ながら障がいのある子どもの放課後などの活動の充実に努めます。

取り組みの方向性 

発達支援コーディネーター養成研修修了者数 

   ※注 市内幼稚園・保育園・認定こども園合計 275 園中 144 園に配置。 

成果指標 

平成26年度

151名

（配置率52.4％）※注

平成31年度 

各園 1名以上 

（配置率100％）

 図表３３ 幼児ことばとこころの相談センター相談件数 

 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

相談実人数 575 人 620 人 704 人 814 人

  資料：新潟市作成



第３章 計画に基づく事業内容 

- 53 - 

主な取り組み 

(1) 乳児健康診査・1 歳 6か月児健康診査・3歳児健康診査 

各種健康診査により、発達上の心配があり支援が必要な子どもの早期発見と早期 

  支援に努めます。 

(2) 専門的な相談・支援と関係機関との連携 

発達上の心配があり、支援が必要な子どもと養育者に対して、医療機関や各種 

  関係機関と連携しながら、保護者の悩みや不安の解消を図り、子どもの特性に合わ 

  せて支援する専門的な相談体制の充実に努めます。

(3) 療育教室の拡充 

言語や社会性などの発達の遅れがみられる乳幼児への支援や、その保護者に対し

  て相談・助言を行います。

(4) 発達支援コーディネーターを中心とした支援のネットワークの検討 

発達支援コーディネーターを中心とした幼稚園、保育園、認定こども園をとりま 

  く支援ネットワークの構築を検討します。 

(5) （仮称）児童発達支援センター「こころん」の整備 

中核的な療育支援機関（仮称）児童発達支援センター「こころん」を設置し、地 

  域（各区）の療育事業などの支援強化に努めます。 

(6) 障がい児ワンストップ相談事業 

障がいのある子どもやその保護者が、地域で安心して暮らし続けられるよう、障 

  がい児支援コーディネーターを地域に配置することにより、障がいのある子どもの 

   生活の質の向上と相談支援の充実を図ります。 

(7) 入所支援・通所支援の整備 

障がいのある子どもを支援する体制を確保するために、児童福祉法に基づく障が

  い児通所支援および障がい児入所支援の整備について「新潟市障がい福祉計画」に 

  定め、計画に沿った取り組みを進めるよう努めます。 

① 入所支援 

   障がいのある子どもへ入所により福祉サービスを提供する福祉型の入所支援や、 

  併せて治療を行う医療型の入所支援に引き続き取り組みます。 

１  障がいの予防と早期の気づき・早期の支援、相談体制・支援体制の整備 
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 ② 通所支援 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練

  の支援を行う児童発達支援や、治療を行う医療型児童発達支援を行います。 

   また、放課後等デイサービスにより、生活能力の向上のために必要な訓練、社会 

  との交流の促進を行います。 

 ③ 短期入所事業 

保護者の病気などの事情により自宅で介護を受けることが一時的に困難になった 

  障がいのある子どもについて、施設に短期間入所してもらい、入浴、排せつ、食事の 

  ほか、必要な支援を行います。 

 ④ 日中一時支援 

保護者が病気の場合などに、日中において施設で、見守りなどの支援を行います。

コラム６ 発達支援コーディネーターについて

発達支援コーディネーターは、幼稚園、保育園、認定こども園の教諭や保育士などの

職員に、専門的な研修を受講してもらい、「園内部の相談窓口および連絡・連携調整役」

「保護者の相談窓口」「地域の関係機関との連携」といった、障がいのある子どもへの

支援のリーダー的役割を担ってもらうというものです。

また，フォローアップ研修では，発達支援コーディネーター養成研修の受講者が発達

支援コーディネーターとしての実践を振り返り，新たな気づきや課題を共有し，コーデ

ィネーターとしての役割を再確認するとともに，スキルの向上を目指します。

発達支援コーディネーターの配置により、各園において発達上の心配や、支援が必要

な子どもの受け入れ体制の強化が図られるとともに、どの園でも一定の支援が提供でき

るようになります。

各園に１名以上の配置となるよう、引き続き養成研修を実施していきます。
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 施策分野2 安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくり 

基本施策4 妊娠・出産・育児のための切れ目ない母子保健の充実

◎ 平成 21 年度の妊婦健康診査の助成拡大により、妊娠 11 週以内の妊娠届出率が増

加し、早期に健康診査や保健指導が提供できるようになりました。 

また、特定不妊治療については、平成 24年度から市独自に助成額を上乗せし、対

象者の家庭の経済的負担の軽減を図ってきました。   

  平成 20 年度より乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業）を開始し、

産後早期からの育児支援を行うとともに、乳児のいる家庭に対するもれのない訪問

実施をめざし、訪問率も向上してきました。 

◎ 各区の健康福祉課（福祉事務所）内での保健、医療、福祉の連携に加え、地域子

育て支援センターをはじめとした子どもと保護者の居場所や児童相談所などとも連

携が深まり、支援体制が強化されてきています。 

○妊婦健康診査… 助成回数 H19：2 回 → 5 回に拡大 ⇒ H21～：14 回 

○特定不妊治療助成… 助成件数 H21：450 件 ⇒ H25：1,186 件 

○こんにちは赤ちゃん訪問… 訪問率 H21：95.0％ ⇒ H25： 96.8％ 

これまでの取り組みと成果 

◎ 少子化や核家族化の進展に伴い、家庭や地域における養育機能の低下や子育ての

孤立化が懸念され、産後うつなどにより育児不安を持つ親が増え、社会全体での支

援体制が求められています。 

◎ 社会環境の変化から高齢出産が増加し、不妊に悩む方が多い一方、予期せぬ妊娠

により、不安を抱えながら妊娠期を過ごしている女性も少なくありません。 

◎ 親の育児の経験不足からだけでなく、「育てにくさを感じる子ども」「小さく生ま

れた子や、病気や障がいのある子ども」を育てることは、親の心理的負担を大きく

しています。 

現状と課題 
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◇ 赤ちゃん訪問・乳幼児健診などの母子保健事業の質的向上を図るべき。 

◇ 発達に課題があると思われる子どもへの支援の向上を図るべき。 

◇ 学校教育のなかに思春期教育を充実させるべき。 

◇ 妊婦・乳幼児の歯科健診の充実を図るべき。 

子ども・子育て会議などでの意見 

1.4% 1.9% 1.6% 1.4% 1.6%
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34.8% 36.8%

32.3%
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図表３４ 母の年齢階級別出生数の割合（第 1子）（新潟市）

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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図表３５ 特定不妊治療費助成件数の推移（新潟市）
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資料：新潟市作成 
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◎ 妊娠・出産・育児期における切れ目ない母子保健対策の充実に取り組みます。 

◎ 健康の維持・向上に取り組めるよう、多分野の協働による保健対策を推進します。 

◎ 学校や地域、関係機関との連携により、思春期の保健対策の強化を図ります。 

取り組みの方向性 

妊娠 11 週以下での妊娠届出率 

こんにちは赤ちゃん訪問などでの把握率 

成果指標 

平成25年度 

93.2％ 

平成 31年度  

現状より向上

平成25年度  

100% 

平成 31年度 

100％を維持 

コラム７ 「マタニティマーク」をご存知ですか？ 

妊婦さんが交通機関などを利用する際に身につけ、周囲に妊婦であることを示しや

すくするものです。また、交通機関、職場、飲食店などが呼びかけ、文を添えてポス

ターなどとして掲示し、妊婦さんにやさしい環境づくりを推進するものです。 

本市では、母子健康手帳交付時に「マタニティマーク」を使ったグッズを配布する

とともに、「思いやり駐車場」の案内をしています。 
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(1) 妊婦と胎児の健康管理 

妊婦と胎児の健康管理のため、妊婦健康診査を医療機関に委託して実施します。

妊婦 1人につき、14 回までの健診費用の助成を行い、経済的負担を軽減します。 

母子健康手帳集団交付時の歯科健診を含めた、わかりやすい情報提供とともに、

健診の重要性の普及啓発や確実な受診の勧奨に取り組みます。 

安産教室などの各種教室を通じて、妊娠・出産に係る正しい知識と仲間づくりへ

の支援を行います。 

(2) 特定不妊治療・専門相談の周知 

不妊・不育に関する相談と医療助成の充実に取り組みます。 

(3) 医療機関との妊娠期からの連携（医療機関との連携）とハイリスク妊産婦

の訪問指導などの強化 

医療機関との連携を強化し、妊娠期からの支援を行います。 

(4) 産後ケア事業の充実 

出産後の産婦および新生児に産後の母体管理、授乳指導など必要な保健指導を実

施し、子どもを産み育てやすい環境を整備します。 

主な取り組み 

１  安心して妊娠・出産ができる環境の整備 

必要な量の見込み 妊婦健康診査 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

妊婦健康診査
延数（件）

75,716 73,245 72,908 72,505 72,007 71,344 70,657

提供体制

委託医療機関：8病院、15診療所、1助産所
実施時期：【妊娠初期～妊娠２３週】４週間に１回，
　　　　　【妊娠２４週～妊娠３５週】２週間に１回，
　　　　　【妊娠２６週～分娩】１週間に１回

全市
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(1) 子育て環境の整備と孤立化しやすい保護者への援助 

こんにちは赤ちゃん訪問事業の充実に取り組むほか、育児相談をはじめとした身

近に相談できる体制の充実に努めるとともに、引き続き地域子育て支援センターな

どでの健康教育・健康相談など地域での子育て交流を推進します。 

また、医療機関や民生委員児童委員、助産師をはじめとした関係機関、民間団体

など、保健、医療、福祉といった各分野との連携を推進します。 

(2) 障がい児・長期療養児への支援 

関係機関・民間団体とも連携しながら、要支援児・要支援家庭の早期発見と早期

支援とともに発達相談・療育教室における支援の充実に努めます。 

また、慢性疾患のある子どもとその家族の支援、障がいのある子どもへの歯科保

健を推進します。 

２  安心して子育てができる環境の整備 

必要な量の見込み こんにちは赤ちゃん訪問事業 

※登録助産師・保健師は区を超えて活動することもあります。 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

訪問件数（件） 6,082 6,101 6,154 6,120 6,078 6,022 5,964

実施体制

訪問件数（件） 537 537 538 532 526 519 514

実施体制

訪問件数（件） 1,108 1,110 1,108 1,102 1,093 1,080 1,067

実施体制

訪問件数（件） 1,396 1,403 1,449 1,447 1,445 1,439 1,430

実施体制

訪問件数（件） 559 561 571 568 564 559 554

実施体制

訪問件数（件） 572 573 560 558 555 552 547

実施体制

訪問件数（件） 341 342 334 330 325 318 312

実施体制

訪問件数（件） 1,197 1,202 1,242 1,237 1,231 1,223 1,215

実施体制

訪問件数（件） 372 372 352 346 339 332 325

実施体制

全市

北区

東区

中央区

江南区

秋葉区

登録助産師・保健師：7人　地区担当保健師：9人
西蒲区

登録助産師・保健師：4人　地区担当保健師：6人

登録助産師・保健師：14人　地区担当保健師：15人

南区

西区

実施機関：各区健康福祉課・地域保健福祉センター
登録助産師・保健師：58人　地区担当保健師：81人

登録助産師・保健師：3人　地区担当保健師：8人

登録助産師・保健師：18人　地区担当保健師：17人

登録助産師・保健師：2人　地区担当保健師：6人

登録助産師・保健師：4人　地区担当保健師：7人

登録助産師・保健師：6人　地区担当保健師：13人
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(1) 小児期からの健康的な生活習慣確立への支援 

乳幼児健康診査の充実とともに、学校との連携により、小児期からの生活習慣病

予防の推進に取り組みます。 

(2) 歯科保健の向上 

むし歯予防事業、フッ化物（フッ素）塗布事業、フッ化物（フッ素）洗口事業な

ど、むし歯予防対策とともに歯周病予防を推進します。 

(3) 予防接種の向上 

予防接種について正しい知識の普及と効果的な周知を図ります。 

(4) 食育の推進 

安産教室などを通じて、妊娠中の適正な食生活や体重管理、禁煙や禁酒を啓発す

るとともに、離乳食・幼児食講習会により、乳幼児の健康保持増進、将来における

適切な食習慣の形成を図ります。 

(5) 児童虐待防止と要保護児童等対策の推進

84 ページ以降で詳述

３  健康に過ごすための環境の確保 

(1) 思春期保健対策の強化 

今後産み育てる世代が、正しい知識をもってライフデザインが描けるよう支援す

るとともに感染症対策のための普及啓発を行います。

また、十代の自殺や不健康なやせなどに対する対策を進めます。 

(2) 関係機関との連携強化 

学校や医療機関、民生委員児童委員、助産師など地域の様々な関係者とも連携し

ながら、地域や学校における健康教育などを推進するとともに、心の問題について

の相談事業の実施とその周知に取り組みます。 

４  思春期の保健対策の強化 
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 施策分野2 安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくり 

基本施策５ 精神的負担、不安を軽減する支援の充実 

◎ 地域子育て支援センターや病児デイサービス、一時預かり事業の拡大に加え、平

成 22 年度にはこどもショートステイや子育てなんでも相談センターきらきらの開

設、平成 24 年度にはファミリー・サポート・センターを全市展開するなど、子ど

もと子育て家庭を支援するサービスの充実を図りました。 

また、こども創造センターや児童館の開設など、子どもと保護者の居場所、遊び

場の充実に取り組みました。 

○地域子育て支援センター… H21：35か所 ⇒ H26：44 か所 

○病児デイサービス事業… H21：4 か所 ⇒ H26：8 か所 

○一時預かり事業…  

H21：204 か所（拠点園 20 か所） ⇒ H26：224 か所（拠点園 41か所）

○子育てなんでも相談センターきらきら相談対応件数… 

   H22：7 月開設 677 件 ⇒ H25：1,614 件 

○ファミリー・サポート・センター… 

   H21：実施か所 北区の一部（旧豊栄地区）、南区 会員数 367 人 

 ⇒ H25：実施か所：全市域 会員数 918 人 

○こども創造センター… 平成 25年 5月 25 日開設 25 年度来館者数 274,966 人 

これまでの取り組みと成果 

◎ 核家族化の進行による家族規模の縮小や地域のつながりの希薄化により、祖父母

や親族、近隣の方たちからの日常的な支援は少なくなっています。 

◎ 共働き世帯やひとり親家庭の増加など、家族の状況の変化に伴い多様化している

子育て家庭のニーズに対し、公平で均一的なサービスの提供を中心とする公的サー

ビスだけで対応することは困難になっています。 

◎ 子育て支援サービスは、行政サービスだけでなく民間のサービスを含め多種多様

であり、子育て家庭が適切な情報を得、必要な支援を利用できる環境を整備する必

要があります。 

現状と課題 
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◇ 行政は、祖父母が子育てに参加する機会をつくり、親族が保護者を支援することで、

希望する人数の子どもを産み育てられるような環境を整えるべき。

◇ 支援が必要であっても、横のつながりがない保護者など、誰に聞いたら良いかわか

らないという人もいるので、支援制度がこれだけあるということをアピールした

り、誰でも気軽に情報が入手できるようにするなど情報発信を充実させるべき。

子ども・子育て会議などでの意見 

図表３６ 日頃、子どもをみてもらえる親族・知人の有無（新潟市）

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査（平成 25年度）」 

図表３７ 子育てに関して必要な情報（新潟市）

資料：新潟市「子育て市民アンケート（就学前児童保護者）（平成 25年度）」 

36.9 

55.9 

1.0 

7.1 

11.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時、用事の際には祖父母等の親族に

みてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時、用事の際には子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

いずれもいない

％ 

55.2 

55.0 

34.0 

33.5 

23.6 

16.0 

13.9 

12.7 

9.9 

7.1 

0.9 

0.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 

子育てに関する公的制度の内容

子どもや親が行ける遊び場情報

子連れでも気兼ねなく入れる飲食店などのお店情報

子どもに関するイベント情報

市全体に加えて、住んでいる地域の詳しい子育て情報

外出先での設備（授乳室やプレイスペース等）の情報

民間企業などが行っている支援の内容

子育て中の保護者等による身近な口コミ情報など

子どものことについて相談できる場所の情報

地域の子育てサークルや学習会などの情報

特に必要ない

その他

％ 
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◎ 保護者が子どもにしっかりと向き合い、子どもの育ちを支えることができるよう、

育児の不安や負担感を受け止め、家庭の子育て力を十分に発揮できるような取り

組みを進めます。 

◎ 行政による子育て支援サービスを充実させるとともに、関係機関との連携の強化

や市民や地域の活動を支えながら協働することで、柔軟で切れ目ない支援を届けら

れる体制の整備を進めます。  

◎ 保護者が子育て支援の情報を気軽に活用でき、支援が必要な時に、適切な子育て

サービスを利用できるよう、効果的な情報収集や発信に努めます。 

取り組みの方向性 

ファミリー・サポート・センターの会員数 

住んでいる地域の子育ての環境や支援への満足度（5段階評価での平均値） 

※対象：就学前児童保護者および小学生保護者 

成果指標 

平成25年度末 

918人

平成31年度 

2,400人 

平成 25年度 

2.9 

平成 31年度 

3.5 

コラム８ご活用ください！ 子育て応援パンフレット「スキップ」

子ども・子育て支援の情報を掲載した子育て応援パンフレット「スキ

ップ」を毎年発行しています。 

このパンフレットには、出産準備のための情報や各種支援制度、子ど

もたちの遊び場、子育てサークルの紹介、保育園・幼稚園、相談窓口な

ど、子育てに役立つ情報が満載です。母子健康手帳交付、転入手続きの

際にお渡ししているほか、以下の各施設でも配布しています。 

主な配布場所：市役所本館案内、各区役所健康福祉課、出張所、地域 

保健福祉センター、地区公民館、地域子育て支援センター 

平成26年度版

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査」
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(1) 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

地域の身近な場所において、親子が遊びながら相互の交流を行う居場所の提供、

保護者の子育てに対する不安・悩みを解消するための相談、情報提供、助言を行い

ます。 

実施にあたっては従来から地域の子育て支援の拠点として機能してきた児童

館・児童センター、市民団体などが運営する子育てサロンなどとの連携による拠点

のネットワーク化を図り、地域ぐるみでの子育て支援の環境づくりに努めます。 

また、地域子育て支援拠点の職員の情報交換や研修機会の充実に取り組みます。 

主な取り組み 

１  安心して子どもを育てることへの支援 

必要な量の見込 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

利用者数（人） 345,687 344,523 646,324 646,663 642,546 637,836 632,199

設置数（か所） 42 44 46 47 48 48 48

利用者数（人） 28,107 24,364 65,215 65,023 64,329 63,597 62,864

設置数（か所） 6 6 6 6 6 6 6

利用者数（人） 29,560 28,049 93,358 94,229 93,639 92,853 91,870

設置数（か所） 4 4 5 6 7 7 7

利用者数（人） 81,778 92,088 170,334 170,843 170,647 170,256 169,591

設置数（か所） 6 8 8 8 8 8 8

利用者数（人） 38,897 32,256 43,378 43,087 42,796 42,481 42,118

設置数（か所） 3 3 4 4 4 4 4

利用者数（人） 40,552 39,404 64,060 63,551 63,224 62,897 62,424

設置数（か所） 5 5 5 5 5 5 5

利用者数（人） 25,776 27,737 38,241 37,363 36,815 36,193 35,462

設置数（か所） 4 4 4 4 4 4 4

利用者数（人） 64,124 62,837 122,244 123,920 123,340 122,695 121,986

設置数（か所） 8 8 8 8 8 8 8

利用者数（人） 36,893 37,788 49,493 48,646 47,755 46,864 45,884

設置数（か所） 6 6 6 6 6 6 6
西蒲区

秋葉区

南区

全市

西区

中央区

江南区

北区

東区
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(2) ファミリー・サポート・センター事業 

児童の預かりなどの援助を受けたい市民（依頼会員）と援助を行いたい市民（提

供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行い、多様なニーズに対応します。 

実施にあたっては認知率の向上とともに、他のサービスを組み合わせての利用な

ど、料金負担が軽くなるような方法を周知します。 

また、登録場所の増設など登録機会の利便性の向上に努めます。 

※提供会員には両方会員（依頼会員、提供会員両方に登録しているもの）を含む 

必要な量の見込み ファミリー・サポート・センター事業 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

利用件数（人日） 4,670 6,122 7,646 9,088 10,523 11,949 13,369

提供会員数（人） 274 389 553 717 881 1,045 1,209

利用件数（人日） 447 586 732 870 1,007 1,144 1,280

提供会員数（人） 36 51 73 94 116 137 159

利用件数（人日） 999 1,310 1,636 1,944 2,251 2,556 2,860

提供会員数（人） 37 53 76 98 121 142 165

利用件数（人日） 1,147 1,504 1,878 2,232 2,584 2,935 3,284

提供会員数（人） 67 95 135 175 215 255 295

利用件数（人日） 84 110 138 163 189 215 240

提供会員数（人） 11 16 23 29 36 43 50

利用件数（人日） 199 261 326 387 448 509 570

提供会員数（人） 19 27 38 51 62 74 86

利用件数（人日） 643 843 1,053 1,251 1,449 1,645 1,841

提供会員数（人） 27 38 54 70 86 103 119

利用件数（人日） 1,071 1,404 1,753 2,084 2,413 2,740 3,066

提供会員数（人） 66 93 132 169 208 246 285

利用件数（人日） 58 76 95 113 131 148 166

提供会員数（人） 10 15 22 29 36 42 49

秋葉区

南区

西区

西蒲区

全市

北区

東区

中央区

江南区
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(3) 保育園などにおける一時預かり事業 

 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主とし

て昼間、保育園やその他の場所で、一時的に預かり、必要な保育を行います。 

   現在、認可保育園全園（月 14 日まで利用可能な拠点園 41園、月 7日まで利用可 

能 181 園）で実施しているほか、中央区のプラーカスマイルランド、なかなか古町

「子育て応援ひろば」でも実施しています。 

   今後、専任保育士や専用保育スペースを確保した拠点保育園の整備や、ファミリ 

ー・サポート・センターでの受け入れ拡大により、ニーズに対応していきます。 

必要な量の見込み 保育園などにおける一時預かり事業 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

全市 利用者数（人） 37,189 38,870 52,315 52,369 52,041 51,663 51,210

北区 利用者数 1,903 1,989 2,677 2,680 2,663 2,644 2,620

東区 利用者数 5,840 6,104 8,215 8,224 8,172 8,113 8,042

中央区 利用者数 17,214 17,992 24,215 24,240 24,089 23,914 23,704

江南区 利用者数 2,135 2,232 3,003 3,006 2,988 2,966 2,940

秋葉区 利用者数 1,968 2,057 2,768 2,771 2,754 2,734 2,710

南区 利用者数 845 883 1,189 1,190 1,182 1,174 1,164

西区 利用者数 6,377 6,665 8,971 8,980 8,924 8,859 8,781

西蒲区 利用者数 907 948 1,276 1,277 1,269 1,260 1,249
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(4) 病児・病後児保育事業（病児デイサービス事業）  

病気や病気の回復期にある子どもを対象に、保護者が就労などにより家庭で保育

できない場合に、医療機関に併設した施設で一時的に保育を行います。 

施設のない区を中心に、医師会・医療機関の協力のもと、施設を増設します。 

また、他のサービスを組み合わせての利用など効率的な利用について周知を図り

ます。 

必要な量の見込み 病児・病後児保育事業（病児デイサービス事業） 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

利用児童数（人） 8,894 11,206 14,568 14,490 14,379 14,254 14,187

設置数（か所） 8 8 8～12 8～12 8～12 8～12 12

利用児童数（人） 309 389 1,417 1,409 1,399 1,386 1,380

設置数（か所） 0 0 0～1 0～1 0～1 0～1 1

利用児童数（人） 2,289 2,884 2,884 2,869 2,847 2,822 2,809

設置数（か所） 2 2 2 2 2 2 2

利用児童数（人） 2,593 3,267 3,267 3,250 3,225 3,197 3,182

設置数（か所） 3 3 3 3 3 3 3

利用児童数（人） 971 1,223 1,223 1,216 1,207 1,197 1,191

設置数（か所） 1 1 1 1 1 1 1

利用児童数（人） 535 674 674 670 665 659 656

設置数（か所） 1 1 1 1 1 1 1

利用児童数（人） 106 134 1,045 1,039 1,031 1,022 1,018

設置数（か所） 0 0 0～1 0～1 0～1 0～1 1

利用児童数（人） 2,037 2,567 2,659 2,645 2,625 2,602 2,589

設置数（か所） 1 1 1～2 1～2 1～2 1～2 2

利用児童数（人） 54 68 1,399 1,392 1,381 1,369 1,362

設置数（か所） 0 0 0～1 0～1 0～1 0～1 1
西蒲区

西区

秋葉区

南区

東区

中央区

江南区

北区

全市
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(5) 子育て短期支援事業（こどもショートステイ） 

保護者が、入院、出産や冠婚葬祭、出張などの理由により家庭において児童を養

育することが困難になった場合に実施施設において一時的に養育します。 

育児疲れを理由とした利用については、育児放棄につながることのないよう留意

しながら、児童虐待の危険性が高い場合などの利用について検討します。 

また、新設する市立乳児院での実施について検討します。 

(6) 利用者支援事業  

「利用者支援専門員」と呼ばれる専任職員を配置し、教育・保育施設や子育て支

援サービスなどの利用について情報集約と提供を行いながら、保護者などからの相

談に応じ、必要な利用支援、助言をするとともに、関係機関との連絡調整、連携・

協働の体制づくりなどを行う事業です。

実施については、基本的な「教育・保育の提供区域」である行政区を単位として、

実施か所、体制について、地域子育て支援拠点や児童館・児童センターなどへの配

置を含め検討します。 

あわせて、全市的には市社会福祉協議会が設置する、子育てに関するワンストッ

プ型総合相談窓口「子育てなんでも相談センターきらきら」の活用を検討します。 

(7) 家庭の子育て力を高める施策 

家庭の子育て力を高めたり、父親が子育てに積極的に関わったり、祖父母が孫育

てに関わることについては、子どもの成長に合わせた学習の場の提供や、子育てへ

の関わり方を考えるための啓発の実施、講座の開催などを通じて、家庭が子育て力

を発揮できるよう支援します。 

   また、元気な高齢者が子育て支援を行うことで、子どもと子育て家庭が貴重な世

代間交流を体験するとともに、高齢者の生きがいづくりにもつなげます。 

(8) 子育て支援にかかる人材育成とネットワークづくり 

子育てを地域全体で支えていくために、地域で活動する子育てを応援する様々な

団体や関係機関などと連携を図りながら、支援者の研修に取り組むとともに、新た

な人材の掘り起し、育成に努めます。 

また、各団体間でより多くの情報交換や交流ができるとともに、地域の子育てサ

ービスの有効利用につながるよう、子育て支援のネットワークづくりを進めます。

必要な量の見込み 子育て短期支援事業（こどもショートステイ） 

25年度
実績

26年度
見込

27年度
見込

28年度
見込

29年度
見込

30年度
見込

31年度
見込

利用児童数（人） 18 20 68 68 68 67 66

設置数（か所） 1 1 １～2 １～2 １～2 １～2 １～2
全市
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基づく事業内容 

センターきらきら） 

利便性を向上させ

平成22年7月に、

てなんでも相

支援します。 

し、専任のコ

専門機関につな

交付にあわせ

親を対象と

育児相談を実施しま

のスタッフが

に関する相談

家庭における子

を行います。 

する相談のう

などからの相談に応

助言及び施

てのこと。 
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(1) 総合的な情報の提供  

本市が発行する「子育て応援パンフレット スキップ」や市報、ホームページに

よる情報提供に取り組むとともに、より身近な情報を収集、発信するため、市民と

の協働による手づくり情報サイト「にいがたっ子ひろば」を運営します。 

また、スマートフォンやタブレットを活用した情報発信について検討します。 

(2) 妊娠期から産後の切れ目ない情報の提供 

母子健康手帳交付時、妊婦健康診査、乳幼児健康診査の機会を活用し、安心して 

  妊娠、出産、子育てができるよう必要な情報を提供します。

(3) こんにちは赤ちゃん訪問事業での情報提供 

生後 4か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、地域の子育て支援や出産後

に利用できるサービスなどについて情報提供します。 

３  子育て支援情報の充実 

(1) 地域子育て支援拠点事業 

   再掲（ 64 ページ） 

(2) 健全な遊び場、体験の機会と場の提供 

   子どもがすこやかに成長し、思いやりの心や豊かな人間性を育んでいくた

めには、さまざまな体験や多くの人との交流が必要なことから、健全な遊び

場、多様な体験の機会と場の提供の充実を図ります。 

また、子どもたちが保護者と一緒に参加することで、親子の絆を深めたり、

新たな仲間づくりなど、その後の子育てにつなげていけるような機会の提供

にも努めます。 

(3) 多様な主体による居場所づくりの支援 

子どもや親子が身近な地域において、安全に、安心して過ごし、交流が図 

  れるよう、保護者などによる自主的な取り組みを支援するとともに、地域の 

  方々や市民団体との連携による取り組みなど、地域の実情に応じた多様な主 

  体による居場所づくりを支援、推進します。 

４  安心して過ごせる居場所の整備、多様な体験の機会の提供 
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 施策分野2 安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくり 

基本施策６ 経済的な負担軽減施策の充実 

◎ 子育てに関する支出を経済的負担と感じている人が多く、子育て家庭への経済的

支援が求められています。 

◎ 子どもが病気の時などに安心して治療を受けられるよう、医療費の助成が求めら

れています。 

◎ 幼稚園や保育園の保育料、放課後児童クラブの利用料の負担軽減や子どもの医療

費助成の拡大を通じて、保護者負担の軽減を図りました。 

また、希望する人数の子どもを安心して産み育てられる環境づくりの視点から、

多子世帯への経済的な支援の充実を図りました。 

○保育園の保育料軽減率… H21：26.7% ⇒ H26：29.5% 

○幼稚園の保育料軽減… 

・幼稚園就園奨励費対象者数 4年間（H22～H25）で 16,982 人 

・私立幼稚園父母負担軽減補助 4 年間で 5,167 人

○子どもの医療費助成の対象拡大…  

  ・H16 入院・通院とも 小学校就学前まで 

  ・H19 入院：小学 6年生まで 通院：小学校就学前まで 

  ・H21 入院：小学 6年生まで 通院：小学 3年生まで 

  ・H23 所得制限を撤廃 

  ・H24 入院：中学 3年生まで 通院：小学 3年生まで 

  ・H25 子ども 3人以上世帯の入院、通院とも高校 3年生まで 

○多子世帯に対する経済的な負担軽減… 

  ・H25：子どもの医療費助成の対象拡大 

  ・H25：私立幼稚園就園奨励費の対象拡大 

（同時在園の第 3子以降の園児について所得制限を撤廃） 

  ・H26：第 3子以降の保育園保育料の無償化拡大（同時在園→小学 3年生以下） 

これまでの取り組みと成果 

現状と課題 
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◎就学前児童保護者  

１位：子育てに理解ある職場環境の整備：61.3% 

（育児休業や子どもの病気などの際、休暇が取りやすいなど） 

２位：保育料の軽減：51.7%

  ３位：短時間勤務など多様・柔軟な働き方の選択可能な社会の実現：40.6% 

◎小学生保護者 

１位：子育てに理解ある職場環境の整備：54.7% 

２位：児童手当の拡大：51.2%

３位：医療費助成の拡大：51.0%

◇ 保育料の負担軽減に対する市民のニーズは大きい。第 3子以降の保育料軽減につい

ては、少子化対策の１つとしても、更に拡大されるべき。 

◇ 幼児期の教育・保育の利用料は、利用する施設や保育の必要性に関わらず、負担軽

減されるべき。 

◇ 子どもの医療費助成は居住地を決める１つの理由にもなるので、充実されるべき。 

子ども・子育て会議などでの意見 

◎ 子育てにかかる費用の負担軽減のため、保育料の軽減、子どもの医療費助成など、

子育て家庭への経済的支援を引き続き実施します。 

取り組みの方向性 

実際にもつつもりの子どもの人数が、理想の人数よりも少ない理由として 

「保育園や幼稚園の保育料にお金がかかるから」と答えた割合 

「子どもの医療費等の経済的負担が大きいから」と答えた割合 

成果指標 

平成26年度 

38.4％ 

平成 31年度  

減少させる

図表３８ 少子化対策に有効な支援策（新潟市）

資料：新潟市「子育て市民アンケート（平成 25年度）」 

平成26年度 

22.4％ 

平成 31年度  

減少させる

資料：新潟市「結婚と出産に関するアンケート調査」 
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(1) 教育・保育施設の保育料の負担軽減 

幼児期の教育・保育の利用者負担額の軽減を図ります。 

(2) 放課後児童クラブ利用料の負担軽減 

ひまわりクラブ利用料の負担を軽減するとともに、幼稚園や小規模の放課後児童

クラブが負担軽減した利用料を助成します。 

(3) 子どもの医療費助成 

子育て家庭の経済的負担を軽減し、子どもの保健および福祉の向上を図るため、

医療費を助成します。 

また、児童が国で定められた特定疾患にかかった場合の医療費を助成します。 

(4) 不妊の方への経済的支援 

医療保険が適用されず高額な医療費がかかる、特定不妊治療の経済的負担の軽減

を図るため治療費を助成します。 

(5) 多子世帯の経済的負担軽減 

希望する人数の子どもを産み育て、少子化の流れを変える観点から、保育料、子

どもの医療費助成における多子世帯の負担を軽減します。 

(6) 児童手当の給付 

児童手当法に基づき、家庭などにおける生活の安定と、次代の社会を担う児童

のすこやかな成長に資することを目的とし、中学生までの子どもの保護者に対し、

児童手当を給付します。 

主な取り組み 

１  子育て家庭の経済的な負担の軽減 
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 施策分野2 安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくり 

基本施策7 ひとり親家庭の自立支援の推進 

◎ 児童扶養手当の支給、医療費助成に加え、平成 25 年度には、みなし寡婦（夫）控

除（所得税や住民税の計算では寡婦（夫）控除を受けることができない方でも、子

育て支援制度を利用するときに、「寡婦（夫）控除」を受けたとみなして利用料を計

算するもの）を導入するなど、経済的な負担を軽減しました。 

  また、ハローワークと連携した生活保護受給者等就労自立促進事業や自立支援給

付金での就労支援、家庭生活支援員を派遣する日常生活支援事業などを行い自立へ

の支援を図りました。 

○就業支援… 

  ・就労自立促進事業支援要請者数 4 年間（H22～H25）で 332 人

・自立支援教育訓練給付金給付数 4 年間で 23 件 

・高等職業訓練促進給付金給付数 4 年間で 54 件 

○日常生活支援事業利用時間… 4 年間で 6,101 時間 

○みなし寡婦（寡夫）控除申請件数… H25：62 件 

これまでの取り組みと成果 

◎ ひとり親家庭は増加傾向にあり、子どもや家庭が抱える背景が複雑化、多様化し

ており、適切な支援の必要性が高まっています。 

◎ ひとり親家庭でも、特に母子家庭の母の就労状況は非正規雇用が多く、また、就

労を希望していても就業できていないひとり親も多いことから、家庭環境に応じた

就労支援が必要となっています。さらに、ひとり親家庭の母や父の就業を推進する

ためには、雇用する企業側の一層の理解や協力が必要です。 

◎ 就労していてもひとり親家庭の稼働所得は低く、経済的に厳しい状況にあり経済

面での不安を抱えています。 

◎ ひとり親家庭への各種支援制度を周知するため、情報提供、相談機能の充実が求

められており、関係機関との連携、協力が一層必要とされています。 

現状と課題 
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◇ ひとり親家庭が各種支援制度を利用するときは、利用料の減免などの配慮が必要。 

◇ ひとり親家庭の子どもを対象とした学習支援事業を検討してほしい。 

◇ ひとり親家庭が抱える課題は、複雑かつ多岐にわたっているため、状況に応じた支

援が必要。 

子ども・子育て会議などでの意見 

図表３９ 児童扶養手当受給者数の推移（新潟市）

資料：新潟市作成  ※就業・自立支援センター相談件数は全県数 

2,721 2,779 2,821 2,749 

2,793 2,868 2,824 2,901 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

平成22年度 23年度 24年度 25年度

一部支給

全部支給

人 

合計 5,514 5,647 5,645 5,650 

図表４０ ひとり親家庭事業の利用件数の推移（新潟市）

資料：新潟市作成

平成22年度 23年度 24年度 25年度

就業・自立支援センター相談件数 1,104 865 866 1,032

自立支援給付金給付件数 10 15 22 30

自立支援プログラム策定件数 105 105 113 89

日常生活支援事業利用件数 404 313 475 479
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◎ ひとり親家庭の自立に向けた経済的支援を引き続き行います。  

◎ ひとり親家庭の家庭環境に応じた多様な就労支援を行います。 

◎ 父子家庭も母子家庭も同様な支援制度を受けられるよう国への働きかけを行いま

す。 

取り組みの方向性 

母子家庭等就労支援事業の就職者のうち、希望どおり正職員として就職した人の割合 

住んでいる地域の子育ての環境や支援への満足度（5段階評価での平均値） 

※対象：就学前児童保護者および小学生児童保護者のうち母子・父子家庭 

成果指標 

コラム９ みなし寡婦（夫）控除 

 未婚のひとり親家庭への子育て支援制度として平成 25 年度から実施しているもので、

所得税や住民税の計算では寡婦（夫）控除を受けることができない方でも、子育て支援制

度を利用するときに、「寡婦（夫）控除」を受けたとみなして利用料を計算するものです。 

 現在、保育料や放課後児童クラブ（ひまわりクラブ）などの事業で実施しています。 

平成25年度 

20％ 

平成 31年度 

28％ 

平成 25年度 

2.8 

平成 31年度 

3.5

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査」
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主な取り組み 

(1) ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭や寡婦が、病気や就職活動などにより一時的に家事や育児の手伝い 

を必要とする場合に、家庭生活支援員を派遣して日常生活の支援を行います。 

(2) 保育園・放課後児童クラブの優先利用の促進 

ひとり親家庭の児童が保育園の入園や放課後児童クラブへの入会を希望する場

合、優先して入園・入会できるよう配慮します。

(3) ひとり親家庭等生活向上事業 

ひとり親家庭が抱える児童の養育や健康面の不安など、生活の中で直面する課題 

の解決にむけて精神的な安定を図るため地域での生活を総合的に支援します。 

(4) 学習支援ボランティア事業 

生活困窮者自立支援法のもと実施される学習支援事業の状況を勘案しながら検

討します。 

１  子育て・生活支援 

(1) ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業 

ひとり親の父または母に対し、就業相談から就業情報の提供まで一貫した支援を

行うため、専門の相談員を配置し支援を行います。 

(2) 自立支援プログラム策定等事業  

児童扶養手当受給者に対し、個別に面接を実施し、本人の生活状況や就業への意

欲、資格取得への取り組みなどについて状況把握を行い、個々のケースに応じた自

立支援プログラムを策定し自立にむけた支援を行います。支援の一環としてハロー

ワークと連携しきめ細かな就労支援を行う生活保護受給者等就労自立促進事業を実

施します。 

(3) 自立支援給付金 

ひとり親家庭の父または母が就職に有利な資格や経済的自立に効果的な資格を 

取得するための費用の一部または取得期間の生活費の負担軽減のため給付金を支給

します。 

２  就業支援 
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(1) ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業 

ひとり親家庭またはひとり親家庭になるかもしれない方からの養育費の相談を受

けるため専門の相談員を配置します。弁護士による養育費などの無料法律相談を実施

します。

４  養育費確保支援 

(1) 児童扶養手当の支給

ひとり親家庭の父または母もしくは父母に代わって児童を養育している方に対

し、児童の健やかな成長のため生活の安定と自立の促進を目的に手当を支給しま

す。 

(2) ひとり親家庭等医療費助成  

ひとり親家庭の父または母もしくは父母に代わって児童を養育している方とそ

の児童について、保健の向上と福祉の増進を図ることを目的にその医療費の自己負

担額の一部を助成します。 

(3) 母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付金 

一時的な資金を必要とするひとり親家庭の父または母と寡婦および父母のない

児童に対し無利子または低利で資金をお貸しします。 

(4) みなし寡婦（夫）控除 

所得税や住民税の計算では寡婦（夫）控除を受けることができない方でも、子育

て支援制度を利用するときに、「寡婦（夫）控除」を受けたとみなして利用料を計

算します。 

３  経済的支援 
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 施策分野３ 社会全体で子どもを大切にする環境づくり 

基本施策8 ワーク・ライフ・バランスの推進と 

子ども・子育てを応援する機運の醸成 

◎ 平成 20 年度に開始した男性の育児休業取得奨励金やにいがたっ子すこやかパス

ポートなど企業と連携した取り組みに加え、講演会の開催などにより、ワーク・ラ

イフ・バランスについての啓発や働き方の見直しについて考えるきっかけづくり、

子どもと子育てを応援する取り組みを進めてきました。 

◎ 平成 18 年度から堅持し続けている、保育園の待機児童ゼロをはじめ、多様な保育

サービスの提供や女性の再就職支援など、仕事と子育てを両立する基盤の整備に取

り組んできました。 

○男性の育児休業取得奨励金…34件（H20～26 年見込） 

平成 26 年度には 男性労働者本人 5万円 ⇒ 10 万円 

         雇用する事業主 20 万円 ⇒ 30 万円 に拡充 

○にいがたっ子すこやかパスポート事業… 

協賛店舗数 H20：393 店舗 ⇒ H25：780 店舗 

認知率：就学前児童保護者：98.3%、小学生保護者：94.9% 

  ○保育園定員… H21:17,950 人 ⇒ H26：20,035 人 

○休日保育事業… H21：5 園 ⇒ H26：10 園 

○放課後児童クラブ在籍児童数… H21：5,941 人 ⇒ H26：7,375 人   

○ファミリー・サポート・センター会員数… H21：367 人 ⇒ H25：918 人 

これまでの取り組みと成果 

◎ 本市の子どものいる夫婦の共働き率は55.7％と政令市中最も高く、仕事と生活の

両立は子育て世帯にとって大きな課題となっています。 

◎ 育児休業取得率は、女性で増加傾向にあるものの、男性の取得率が依然として低

く、また、長時間労働の慢性化により家庭で子育てにかかわる時間が短くなってい

る現状があります。 

◎ 女性が育児と両立しながら就業を継続することができる仕組み、また、出産・育

児に伴う退職後も、再就職が容易にできるような環境づくりが必要です。 

現状と課題 
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◎就学前児童保護者  

１位：子育てに理解ある職場環境の整備：61.3%

（育児休業や子どもの病気などの際、休暇が取りやすいなど）

  ２位：保育料の軽減：51.7% 

３位：短時間勤務など多様・柔軟な働き方の選択可能な社会の実現：40.6%

◎小学生保護者 

１位：子育てに理解ある職場環境の整備：54.7%

２位：児童手当の拡大：51.2% 

３位：医療費助成の拡大：51.0% 

◇ 子育てに理解のある職場環境の整備を企業にはたらきかけるうえでは、そのような

環境整備や取組みが企業にとっても有益になるような仕組みをつくることが、有効

ではないか。 

◇ 労働者側に対しても、休暇制度や子育て支援サービスをよりわかりやすく周知する

ことが必要。 

子ども・子育て会議などでの意見 

図表４１ 子どものいる夫婦の共働き率 

資料：総務省「国勢調査」（平成 22年） 

図表４２ 少子化対策に有効な支援策（新潟市）

資料：新潟市「子育て市民アンケート（平成 25年度）」 
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◎ 子育てに理解のある職場環境

がることを伝え、企業に対

◎ 出産などを機に退職し再就職

性の再就職を支援していきます

◎   保育園、放課後児童クラブを

ァミリー・サポート・センターなど

サービスの提供を支援していきます

◎ 子育てや少子化対策に前向

ど、社会全体で子ども・子育

取り組みの方向性 

育児をしている女性の有業率

男性の家事・育児・介護などへの

成果指標 

平成24年度 

59.1％ 

平成 2６年度

平日 1時間 7分
休日 2時間 2分

主な取り組み 

コラム１０ 「カエル

内閣府による、仕事と生活の

のための国民運動のシンボルマークです

キャッチフレーズは「ひとつ

分のできる範囲で、普段の仕事

コラム１１ 新潟市子育て応援

本市の子育て支援のマスコットとして

で幅広く登場し、地域社会全体

っています。 

 お米がモチーフで、抱っこひもは

けを表現しています。名前は、

の安心感「ほっと」や輪をイメージしています

ほのわちゃんを見かけたときには

ていることを思い出してみてください

資料：新潟市「男女共同参画に関

資料：総務省「就業構造基本調査
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環境の整備が人材の定着や企業のイメージアップにつな

し職場環境の整備を促すようはたらきかけを行

再就職を目指す女性、働きたいと思っている子育

していきます。 

クラブを整備するとともに、延長、休日保育や病児保育

ァミリー・サポート・センターなど、多様化する就労形態や保育ニーズに

していきます。

前向きな地域や企業の取り組みに対して協力、支援

子育てを応援する機運の醸成に努めます。 

への従事時間 

平成29年度 

現状より増加 

分
分

平成31年度 

現状より増加 

カエル！ジャパン」キャンペーン 

の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進

のシンボルマークです。 

ひとつ「働き方」を変えてみよう！」。まず自

と家庭生活を少し見直してみませんか？ 

応援キャラクター「ほのわちゃん」 

のマスコットとして、パンフレットやイベントなど

地域社会全体で子育てを応援するイメージづくりを行

っこひもは親をとりまく、周りからの支援や助

新潟を代表する稲穂とセーフティネット

をイメージしています。

ときには、みんなで子ども・子育てを応援し

してみてください。

関する基礎調査」 

就業構造基本調査」 

基づく事業内容 

のイメージアップにつな

行います。 

子育て中の女

病児保育、フ

ニーズに対応した

支援するな
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(1) ワーク・ライフ・バランスに関する啓発 

セミナーの開催など各種広報・啓発活動を通じて、企業・労働者・学生などさま

ざまな立場の市民が、ワーク・ライフ・バランスについて考える機会を設けます。

また、男性の積極的な家事・育児への参加についても、各種広報・啓発活動を行い

ます。 

(2) 男性の育児休業取得奨励金 

市内の中小企業に勤務する男性労働者が育児休業を取得した場合、その事業主と

本人に奨励金を支給します。 

(3) にいがたっ子すこやかパスポート事業 

協賛企業・店による子育て家庭への特典の付与などを通じ、企業が子育てについ

て考えるきっかけをつくります。 

１ ワーク・ライフ・バランスの推進と働き方の見直し、 

仕事と子育てを両立できる職場環境の整備 

(1) 保育サービスなどの充実 

保育園、放課後児童クラブの整備、延長保育、休日保育、病児デイデービスの充

実、ファミリー・サポート・センターの活動の推進など、多様な働き方や保育ニー

ズに対応したサービスの提供を支援します。 

(2) 女性の再就職支援 

マザーズ再就職支援セミナー（ハローワーク共催）、再就職支援講座（アルザにい

がた）、働く女性のハンドブック「働く女性のために」の作成、女性労働問題相談室

での社会保険労務士による無料相談などを通じ、子育てと両立しながら働くことが

できる環境づくりを支援します。

２ 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

主な取り組み 

カード一例 



第３章 計画に基づく事業内容 

- 83 -

コラム１２ ハッピー・パートナー企業になりませんか？ 

新潟県では、男女がともに働きやすく、仕事と家庭生活などが両立できる

よう職場環境を整えたり、女性労働者の育成・登用などに積極的に取り組む

企業などを「ハッピー・パートナー企業（新潟県男女共同参画推進企業）」

として登録し、その取り組みを支援しています。県の各種広報などにより企

業イメージ・知名度アップにつながるほか、様々なメリットがあります。 

(1) にいがたっ子すこやかパスポート事業 

協賛企業・店による子育て家庭への特典の付与などを通じ、地域全体で子育てを

応援する機運をつくります。 

(2) 子ども・子育て応援情報の発信 

子どもや子育て支援に関する情報を積極的に発信することにより、社会全体が子

どもと子育て家庭を応援する機運をつくります。 

(3) 子育て応援キャラクター「ほのわちゃん」の活用 

本市の子育て支援に親しみと関心をもってもらうため、各種広報媒体やイベント

などで活用します。 

(4) 世代間交流など地域の人々が交流する取り組みの支援 

新潟発の「地域の茶の間」（おとしよりから子どもまで、誰もが気軽に集まって

過ごせる地域の「居場所」）や、地域で行う催しへの支援などを通じて、子どもに

とっても、保護者にとっても貴重な体験である世代間交流を進め、顔の見える関係

づくり、地域の人が見守る環境づくりを推進します。 

(5) 多様な主体の取り組みへの協力・支援 

児童福祉週間（厚生労働省）、家族の日・家族の週間（内閣府）に関する取り組

みへの協力やハッピー・パートナー企業（新潟県）などのほか、民間企業や NPO を

含めたさまざまな団体が行う取り組みに対し協力、支援していきます。 

３ 子ども・子育てを応援する機運の醸成 
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 施策分野3 社会全体で子どもを大切にする環境づくり 

基本施策9 児童虐待防止と要保護児童等対策の推進

◎ 児童虐待は重大な人権侵害であり、児童の心身の成長および人格の形成に影響を

与えるため、虐待の発生予防から早期発見・早期対応、子どもの保護、保護者への

支援、家族の再統合に至るまで関係機関が連携し、切れ目のない総合的な支援を行

いました。 

 ○こんにちは赤ちゃん訪問事業など子育て支援事業や相談体制の充実 

 ○オレンジリボンキャンペーンの実施 

  ・オレンジリボンツリーの設置などによる啓発 

  ・市民向け児童虐待防止啓発セミナーの実施 

  ・児童虐待防止啓発ファイル、パンフレットの配付 など 

 ○新潟市要保護児童対策地域協議会の運営 

 ○児童相談所による支援 

これまでの取り組みと成果 

◎ 核家族化の進展や地域のつながりの希薄化など、子育てをめぐる環境の変化から、

周囲の助言や協力が得られにくい状況があり、相談窓口や地域の子育て支援の充実

と周知が必要となっています。 

◎ 児童虐待の通告に関しては、通告義務・通告先ともに認知率が低い現状であるこ

とから、引き続き広報・啓発を行う必要があります。 

◎ 児童虐待相談件数の増加とともに子どもや家庭が抱える背景が多様化・複雑化し

ており、関係機関のさらなる連携や職員の質の向上、支援体制の充実が必要です。 

現状と課題 
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◇ 児童虐待の防止、通告先・報告義務の認知率向上のため、よりわかりやすく、積極

的な広報を行うべき。 

◇ 総合的な対応と職員の対応スキル向上のため、例えば、母子保健部門と児童福祉部

門の人材が交流できるような多職種の人事配置が必要ではないか。 

子ども・子育て会議などでの意見 

図表４３ 児童虐待相談対応件数の推移（新潟市）
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資料：厚生労働省「福祉行政報告例」 

図表４４ 児童虐待通告義務認知率の推移（新潟市）

資料：新潟市「子育て市民アンケート」 ※就学前保護者および小学生保護者の合計値 

件 



◎ 児童虐待の防止、通告先・

啓発に努めます。  

◎ 児童福祉、母子保健などの

生委員児童委員などの関係機関

制を強化するとともに、職員

取り組みの方向性 

通告義務・通告先の認知率 ※

成果指標 

平成25年度 

34.7％ 

コラム１３

オレンジリボン運動は、「子ども

ジリボンは、そのシンボルマークであり

ます。オレンジリボンを身に着けることで

意志を示すことができます。 

また、児童虐待防止法が施行された

本市においても、毎年オレンジリボンツリーの

啓発に取り組んでいます。 

オレンジリボン

資料：新潟市「子育て市民アンケート
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報告義務の認知率向上のため、より広く効果的

などの各担当部局が日頃から緊密な連携を図り、医療機関

関係機関とも効果的な情報の提供および共有を行い

職員の対応スキルの向上を図ります。 

※対象：就学前児童保護者および小学生保護者 

平成31年度 

50.0％ 

「オレンジリボン」をご存知ですか？ 

ども虐待のない社会の実現」を目指す市民運動

そのシンボルマークであり、オレンジ色は子どもたちの明るい未来

けることで、子育てを暖かく見守り、子育てをお

された 11 月は「児童虐待防止推進月間」に定められており

オレンジリボンツリーの設置をはじめとしたキャンペーンを

オレンジリボン オレンジリボンキャンペーン

アンケート」

基づく事業内容 

効果的な広報・

医療機関や民

い、連携体

市民運動です。オレン

未来を表してい

てをお手伝いする

められており、

をはじめとしたキャンペーンを実施して

キャンペーン
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主な取り組み 

(1) 通告義務・通告先の周知

通告義務・通告先について、広報誌への掲載や啓発チラシの配布などによる周知

を図り、児童虐待発生時のすみやかな相談・通告につなげます。 

(2) 要保護児童対策地域協議会の運営 

要保護児童対策地域協議会の運営を通して、児童虐待の早期発見・早期対応に努

めるともに、関係機関と連携して子どもや保護者への支援を行います。 

(3) 職員・関係機関への研修の実施 

担当職員や関係機関を対象に、児童虐待防止、早期発見・対応にかかる基本的な

知識やスキルを習得するための研修を実施します。 

２ 早期発見・早期対応 

(1) 各種子育て支援講座の実施  

市民を対象に、育児不安の軽減や子どもとの接し方など、子育て支援を目的とし

た講座や講演会を開催します。 

(2) 妊娠期からの継続した支援体制の充実 

妊娠期から支援が必要な妊婦について把握し、保健師などによる支援を行うとと

もに、こんにちは赤ちゃん訪問事業や乳幼児健康診査において子どもの状況を把握

し、関係機関と連携しながら、切れ目のない支援を行います。 

(3) 養育支援訪問事業の検討 

こんにちは赤ちゃん訪問事業などで把握した、特に支援が必要な子どもや保護者

に対して、保健師など専門職による支援および家事・育児支援を行う「養育支援訪

問事業」の実施を検討します。 

(4) オレンジリボンキャンペーンの実施 

オレンジリボンツリーの設置やセミナーの開催など各種広報・啓発活動を通し

て、児童虐待防止に関する市民の意識向上を図ります。 

(5) 相談窓口・子育て支援制度の整備と周知 

相談窓口や各種支援制度の充実を図るとともに、相談先について周知し、早期の

相談・支援につなげます。 

１ 発生予防 
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図表４５

(1) 子どもの安全を守るための適切な一時保護 

児童虐待などが疑われる場合は、すみやかに子どもの安全確認を行い、必要と判

断される場合は、適切な一時保護を迅速に実施し、子どもの生命の安全を守ります。 

(2) 家庭への支援と子どもの自立支援 

養育に困難を抱える家庭に対しては、子どもの保護、養育支援を行うほか、家庭

への支援を行い、親子関係の再構築をはかるとともに、児童の自立を支援していき

ます。 

(3) 社会的養護体制の充実 

89 ページ以降で詳述

３ 保護・支援 

代表者会議

関係機関の代表者による協議会全体の運営管理、本市における児童虐待防止体

制・施策の検討および情報交換  

実務者会議  

児童虐待防止業務の実務者によるケースの進

行管理、援助方針の検討・協議  

個別ケース検討会議  

児童とその世帯に直接かかわる関係者による

個別・具体的な支援内容の検討  

区連絡会 

各区における代表者会議 

地区連絡会 

関係機関の地域組織に

よる情報共有 

新潟市要保護児童対策地域協議会 

区 
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 施策分野3 社会全体で子どもを大切にする環境づくり 

基本施策10 社会的養護体制の充実 

◎ 児童虐待相談件数の増加とともに、子どもや家族が抱える背景が複雑化・多様化

するなかで、社会的養護を必要とする子どもに対し適切な養育を提供できるよう、

関係機関との連携を強化しながら、体制の充実を図りました。 

○H22 ファミリーホーム、自立援助ホーム開設 

○H23 県とともに県立児童自立支援施設（新潟学園）の改築に着手 

○H24 県とともに社会的養護の充実に向けた検討 

○H25 新潟市立乳児院の建設に着手 

○H26 子どもシェルター（自立援助ホーム適用）開設 

○里親制度の推進… 

・里親委託率 全国 15.6% ⇒ 本市：33.3％（H25） 

・新規里親登録人数 

H22 H23 H24 H25 計 

8 人 11 人 12 人 15 人 46 人 

これまでの取り組みと成果 

コラム１４ “社会的養護”ってな～に？ 

社会的養護とは、保護者のない児童や、保護者に監護させることが適当でない児童を、

公的責任で社会的に養育し、保護するとともに、養育に大きな困難を抱える家庭への支援

を行うことです。 

社会的養護は、「子どもの最善の利益のために」および「社会全体で子どもを育む」を理

念として行われています。 

社会的養護の体系

社会的養護

家庭養護

施設養護

里親、ファミリーホームなど

児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設、 

母子生活支援施設など 

自立援助ホーム
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施設名 所在地 定員
 新潟天使園 新潟市 40人
 若草寮 新潟市 50人
 聖母愛児園 見附市 36人
 双葉寮 長岡市 30人
 若竹寮 上越市 56人

施設名 所在地 定員
 聖母乳児院 見附市 56人

児童養護施設

乳児院

◇  

◇  

子ども・子育て会議などでの意見 

図表４６ 県内児童養護施設・乳児院の分布 

図表４７ 県内児童養護施設・乳児院の入所率の推移（上記 6施設の合計） 

資料：新潟市作成

◎ 児童虐待の増加など保護者の適切な養育を受けられない子どもが増えており、ま

た、子どもや家庭が抱える背景が複雑化、多様化し、より手厚い処遇体制が求めら

れています。 

◎ 保護の必要な児童が入所する施設の入所率は高水準で推移しています。また、本

市では乳児院が未設置です。 

◎ 家庭的な生活の経験が少ない児童に対して、より家庭的な環境である少人数、小

規模な環境での養育を提供するとともに、複雑な事情を抱えた児童への対応を行う

ための施設機能の強化を図る必要があります。 

現状と課題 

施設名 所在地 定員
 新潟天使園 新潟市 40人
 若草寮 新潟市 50人
 聖母愛児園 見附市 36人
 双葉寮 長岡市 30人
 若竹寮 上越市 56人

施設名 所在地 定員
 聖母乳児院 見附市 35人

児童養護施設

乳児院

（平成27年 1月 1日現在） 

90.8%

96.6%
94.1%

91.2%
89.7%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

平成21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

各年度2月1日時点（平成21年度のみ1月1日時点）
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◎ 子どもの状態や年齢に応じた適切な支援を実施できるよう、乳児院など施設の整 

 備を進めるとともに、里親やケア単位の小規模化など家庭的な養育体制の推進、専 

 門的ケアの充実に取り組みます。 

◎ 早期の家庭復帰のためには、親子関係の再構築支援など、家庭環境の調整が必要 

 であり、関係機関が連携した相談体制の整備を進めます。 

◎ 施設退所後の子どもたちの自立支援策の充実に向け、相談支援をはじめとしたア 

 フターケアの充実、地域支援ネットワークの構築に取り組みます。 

取り組みの方向性 

保護が必要にも関わらず、入所できなかった児童の数 

登録里親数 

成果指標 

平成25年度 

0 

平成 31年度 

0 

平成26年度（4月１日現在） 

83世帯 

平成 31年度 

113世帯 

◇ 家庭復帰が難しい児童のための施設養護の拡充や、児童養護施設などを退所した後

の児童の自立に向けた支援の充実が必要。 

◇ 施設養護から家庭養護へと言われている中で、新設する市立乳児院は、乳幼児期の

子育てを支えるひとつの拠点として、入所している子どもの養育を確保し家庭に

近い状況で養育すること、地域資源として活用することが必要。 

子ども・子育て会議などでの意見 
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主な取り組み 

(1) 新潟市立乳児院の整備 

本市初の乳児院を、新潟市児童相談所の隣接地に整備し、社会的養護の充実を図

ります。また、家庭的養護の観点から小規模グループケア（オールユニット）とす

るとともに、家庭支援専門相談員と心理担当職員を配置するなど専門的ケアの充実

に取り組みます。さらに、社会的養護の地域の拠点として、里親支援、地域の子育

て家庭への支援など、専門的な地域支援の機能を強化し、総合的なソーシャルワー

ク機能の充実に努めます。 

(2) 老朽化施設の改築・改修と小規模化の推進 

 老朽化が進んでいる児童自立支援施設「県立新潟学園」の改築整備を県とともに 

進めます。 

 また、老朽化している児童養護施設「新潟天使園」の改修支援について検討しま 

す。なお、改築・改修の際は、家庭的養護推進などの観点から小規模化を推進しま 

す。 

(3) 里親、ファミリーホームなどの普及促進 

家庭的な養育環境としての里親、ファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）

の普及を促進し、それぞれの子どもにあった養育環境の提供に努めます。 

(4) 自立支援の充実 

   自立の際にも保護者からの適切な支援を受けられない子どもに対し、自立を援助

するため、自立援助ホームを支援するとともに、さまざまな事情で子どもの養育が

困難な状況にある母子家庭の親子に対し、母子生活支援施設での就労指導や生活指

導などを通じて自立への支援を行います。また、関係機関と連携しながら各施設退

所後に安定した社会生活を送ることができるよう、相談支援をはじめとしたアフタ

ーケアの充実に努めます。 

(5) 児童相談所の機能強化 

   社会的養護を推進していくためには、その中心となる児童相談所の一層の機能強

化と体制の充実が必要であるため、業務内容、業務量に見合った体制整備・人員配

置を進めるとともに、一時保護機能の強化、職員の質の向上に努めます。

(6) 県や市外の関係施設との連携 

   社会的養護が必要な児童については市域を越えた対応が必要になることがある

ことから、県とともに取り組むとともに、市外の関係施設との連携に努めます。 

１ 社会的養護体制の充実 
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計画の推進にあたっては、地域、学び・育ちの施設、企業・事業主、行政などで総合的

に取り組みを進めていく必要があることから、計画の周知のため、積極的な広報活動に努

めます。 

また、本計画に掲げた取り組みについては、毎年度の実施状況を、子ども・子育て支援

に関係する当事者で構成される「新潟市子ども・子育て会議」や「子育て市民アンケート」

などにより点検、評価するとともに、庁内においては「新潟市少子化対策推進会議」を活

用し、情報を共有し、連携を図りながら総合的な取り組みを進めていきます。 

さらに、市民ニーズや新たな課題に対応できるよう、必要に応じて見直し、修正を行い

ながら、計画を推進します。 

なお、全体的な計画の推進状況を確認するため、当事者の視点に立った成果指標を設定

します。 

計画全体の成果指標 

住んでいる地域の子育て環境や支援への保護者の満足度（５段階評価での平均値） 

施策分野ごとの成果指標 

施策分野１ 子どもがすこやかに育つ環境づくり 

「自分にはよいところがある」と思う児童の割合 

施策分野２ 安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくり 

  保護者の子育てに対する「不安」「負担」「楽しさ」の平均値（５段階評価での平均値） 

施策分野３ 社会全体で子どもを大切にする環境づくり 

「新潟市は子育てしやすいまち」と思う保護者の割合 

第４章 計画の推進と点検・評価 

平成25年度 

2.9 

平成 31年度 

3.5 

平成 25年度 

74.8％ 

平成 31年度 

80.0% 

平成 25年度 

３.２ 

平成 31年度 

３.４ 

平成 25年度 

47.6％ 

平成 31年度 

60.0％ 

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査」 ※対象：就学前保護者および小学生保護者

資料：新潟市「生活・学習意識調査」 ※対象：小学 5、６年生

資料：新潟市「子ども・子育て支援ニーズ調査」 ※対象：就学前保護者および小学生保護者

資料：新潟市「子育て市民アンケート」 ※対象：就学前保護者および小学生保護者
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図表４８

本市における少子化対策を総合的かつ効果的に推進するために設置している庁内

会議です。子ども・子育て支援について、少子化対策の重要な施策の１つとして情

報を共有し、連携を図りながら取り組みを進めていきます。・ 

子ども・子育て支援法に基づき、本計画の策定・変更などについて意見を聴く 

審議会として、平成 25年 9 月に設置しました。保護者、事業主代表、労働者代表、

子ども・子育て支援に関係する事業の従事者や学識経験者など、子ども・子育て 

支援に関係する当事者を委員として構成されています。 

新潟市子ども・子育て会議とは

新潟市少子化対策推進会議とは

あ 

 子育て家庭の現状や支援の希望を把握するため、前計画「すこやか未来アクション

プラン」の始期である平成 17 年度から実施しています。今後も、本計画の方向性を

確認するため、引き続き実施していきます。 

子育て市民アンケートとは
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新潟市子ども・子育て会議委員名簿 

※敬称略・50 音順 平成 27 年 3月 1 日現在 

◎会長 ○副会長 

氏名 役職名など 

 阿部 由美 連合新潟地域協議会ＵＡゼンセン健進会職員組合・執行委員長 

 飯塚 謙助 新潟市青少年健全育成協議会顧問 

 大竹 眞理子 新潟市民生委員児童委員協議会連合会青少年・児童部会長 

○菊地 千以 新潟市母子福祉連合会会長 

 小池 由佳 新潟県立大学人間生活学部子ども学科准教授 

 佐藤 勇 新潟市医師会理事 

 椎谷 照美 特定非営利活動法人ヒューマン・エイド 22 代表 

 鈴木 昭 新潟医療福祉大学非常勤講師 

 田巻 明恒 公募委員 

 中島 順子 新潟市手をつなぐ育成会連絡協議会会員 

 平澤 正人 新潟市保育会会長 

 福山 忠利 新潟市社会福祉審議会前公募委員 

◎本間 則昭 新潟市小学校長会会長(平成 26年 4 月 1日 森正司委員より交代) 

 前田 典子 新潟商工会議所女性会会員 

 丸山 和幸 新潟市私立幼稚園協会会長 

 みの 欣之 市議会議員 

 三村 博史 新潟市歯科医師会理事 

 山賀 亮一 新潟市小中学校ＰＴＡ連合会顧問 

 山田 美香 公募委員 

 山本 香織 公募委員 

 山本 良子 公募委員 

 横尾 三代子 新潟市社会福祉協議会地域福祉課こども家庭事業推進係長 

巻末 参考資料 
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新潟市子ども・子育て会議各部会構成員名簿 

※敬称略・50 音順 平成 27 年 3月 1 日現在 

◎部会長 ☆臨時委員 

氏名 役職名など 

☆大山 正義 新潟市認可外保育施設連絡会専務理事 

◎小池 由佳 新潟県立大学人間生活学部子ども学科准教授 

 田巻 明恒 公募委員 

☆栂坂 昌業 新潟保育推進協議会会員(学校法人神宮学院認定こども園こりす保育園専務理事)

 平澤 正人 新潟市保育会会長 

 丸山 和幸 新潟市私立幼稚園協会会長 

 山本 良子 公募委員 

 横尾 三代子 新潟市社会福祉協議会地域福祉課こども家庭事業推進係長 

氏名 役職名など 

 飯塚 謙助 新潟市青少年健全育成協議会顧問 

◎☆植木 信一 新潟県立大学人間生活学部子ども学科准教授 

 大竹 眞理子 新潟市民生委員児童委員協議会連合会青少年・児童部会長 

 本間 則昭 新潟市小学校長会会長(平成 26年 4 月 1日 森正司委員より交代) 

 山賀 亮一 新潟市小中学校ＰＴＡ連合会顧問 

☆山岸 則子 地域教育コーディネーター 

 山田 美香 公募委員 

氏名 役職名など 

 阿部 由美 連合新潟地域協議会ＵＡゼンセン健進会職員組合・執行委員長 

 菊地 千以 新潟市母子福祉連合会会長 

 佐藤 勇 新潟市医師会理事 

 椎谷 照美 特定非営利活動法人ヒューマン・エイド２２代表 

◎鈴木 昭 新潟医療福祉大学非常勤講師 

 中島 順子 新潟市手をつなぐ育成会連絡協議会会員 

 前田 典子 新潟商工会議所女性会会員 

 三村 博史 新潟市歯科医師会理事 

 山本 香織 公募委員 

幼保部会 

放課後児童クラブ検討部会 

地域ネットワーク部会 
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新潟市子ども・子育て会議開催経過 

通算開催数 開催年月日 主な内容 

第 1回 平成 25年 9 月 4日 

○会長の選出・副会長の指名 

○子ども・子育て支援新制度について 

○ニーズ調査について 

第 2回 平成 25年 10 月 1 日 

○部会長及び臨時委員の指名 

○ニーズ調査について 

○子ども・子育て支援新制度に対する意見・質問 

第 3回 平成 26年 2 月 7日 
○ニーズ調査の集計結果について 

○子ども・子育て支援事業計画の基本理念について 

第 4回 平成 26年 6 月 4日 
○会長の選出 

○子ども・子育て支援事業計画について 

第 5回 平成 26年 9 月 4日 ○子ども・子育て支援事業計画について 

第 6回 平成 26年 9 月 10 日 
○「すこやか未来アクションプラン」平成 25 年度の実

施状況について 

第 7回 平成 26年 10月 30日 ○子ども・子育て支援事業計画について 

第 8回 平成 26年 11月 27日 ○子ども・子育て支援事業計画について 

第 9回 平成 27年 3 月 11 日 ○子ども・子育て支援事業計画について 

通算開催数 開催年月日 主な内容 

第 1回 平成 25年 11月 22日 ○部会における検討事項などの概要について 

第 2回 平成 26年 3 月 18 日 

○ニーズ調査の概要について 

○子ども・子育て支援新制度の周知・広報について 

○部会関連条例などについて 

第 3回 平成 26年 5 月 29 日 ○幼保部会関係条例案について 

第 4回 平成 26年 8 月 21 日 

○量の見込みについて 

○幼保部会関係条例骨子案のパブリックコメント結果

について 

○保育の必要性の認定基準について 

第 5回 平成 26年 10 月 6 日 
○子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

○幼稚園・保育園などの利用料について 

第 6回 平成 27年 2 月 16 日 

○子ども・子育て支援事業計画案のパブリックコメント

結果について 

○特定教育・保育施設などの利用料について 

○平成 27年度新設予定の特定教育・保育施設などにつ

いて 

幼保部会 
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通算開催数 開催年月日 主な内容 

第 1回 平成 25年 10 月 4 日 

○放課後児童クラブの現状について 

○本市放課後児童クラブのあり方懇談会内容報告 

○国の専門委員会の検討内容 

第 2回 平成 25年 11月 21日
○国の専門委員会の検討内容と本市の現状と方向性に

ついて 

第 3回 平成 26年 1 月 30 日 
○国の専門委員会報告書と本市の現状と方向性につい

て 

第 4回 平成 26年 3 月 28 日 ○国の基準案と本市の現状と方向性について 

第 5回 平成 26年 5 月 23 日 

○国の基準省令と本市の条例に定める基準について 

○放課後児童健全育成事業の必要な量の見込みについ

て 

第 6回 平成 26年 7 月 15 日 
○国の基準省令と本市の条例に定める基準について 

○ひまわりクラブの運営について 

第 7回 平成 26年 10月 21日
○子ども・子育て支援事業計画について 

○ひまわりクラブの運営について 

第 8回 平成 27年 2 月 13 日 ○子ども・子育て支援事業計画について 

通算開催数 開催年月日 主な内容 

第 1回 平成 25年 11月 14日 ○本市における地域子ども・子育て支援事業について 

第 2回 平成 25年 12月 26日
○本市における地域子ども・子育て支援事業の課題につ

いて 

第 3回 平成 26年 2 月 14 日 
○本市における地域子ども・子育て支援事業の課題につ

いて 

第 4回 平成 26年 7 月 23 日 
○地域ネットワーク部会検討事項の必要な量の見込み

について 

第 5回 平成 26年 8 月 26 日 ○子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

第 6回 平成 27年 2 月 5日 ○子ども・子育て支援事業計画（案）について 

放課後児童クラブ検討部会 

地域ネットワーク部会 
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新潟市子ども・子育て会議条例 

平成 25年 7 月 1日 

条例第 33号 

(設置) 

第 1条 子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65号。以下「法」という。)第 77 条第 1項の規定に 

 基づき同項に規定する事務を処理するため、及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な 

 提供の推進に関する法律(平成 18 年法律第 77号)第 25 条の規定に基づき同条に規定する事項を調 

 査審議するため新潟市子ども・子育て会議(以下「子ども・子育て会議」という。)を置く。 

(組織) 

第 2条 子ども・子育て会議は、委員 25人以内で組織する。 

2 子ども・子育て会議に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこと 

 ができる。 

(委員等の委嘱) 

第 3条 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 (1) 保護者(法第 6条第 2項に規定する保護者をいう。) 

 (2) 事業主を代表する者 

 (3) 労働者を代表する者 

 (4) 子ども・子育て支援(法第 7条第 1項に規定する子ども・子育て支援をいう。以下同じ。)に関 

   する事業に従事する者 

 (5) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

 (6) 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

(委員の任期等) 

第 4条 委員の任期は、3年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者 

 の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

3 臨時委員は、その者の委嘱に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱される 

 ものとする。 

(会長及び副会長) 

第 5条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各 1人を置き、会長は、委員の互選によりこれを定め

る。 

2 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

3 副会長は、会長が指名する者をもって充て、会長を補佐し、会長が欠けたとき又は会長に事故があ 

 るときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 子ども・子育て会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開 

 くことができない。 

3 子ども・子育て会議の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したもの(以下「出 

 席委員」という。)の合議で決する。ただし、合議が調わないときは、出席委員の過半数で決し、可 

 否同数のときは、議長の決するところによる。 

(資料の提出等の要求) 

第 7条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、議事に関係のある者に対し、資料の提 

 出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

(会議等の公開) 
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第 8条 子ども・子育て会議の会議及び調査審議に係る手続は、公開とする。ただし、会長が特に必 

 要があると認める場合は、これを非公開とすることができる。 

(部会) 

第 9条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから会長がこれを指名する。 

4 部会長は、部会の事務を掌理する。 

5 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員又は臨時委員のうちから部 

 会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

6 子ども・子育て会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって子ども・子育て会議の議決 

 とすることができる。 

7 前 3条の規定は、部会の会議及び議事について準用する。この場合において、これらの規定中「子 

 ども・子育て会議」とあるのは「部会」と、第 6条第 1項及び前条ただし書中「会長」とあるのは 

 「部会長」と、第 6条第 2項及び第 3項中「、委員」とあるのは「、当該部会に属する委員」と読 

 み替えるものとする。 

(秘密を守る義務) 

第 10 条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、ま 

 た同様とする。 

(庶務) 

第 11 条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉部において処理する。 

(委任) 

第 12 条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が子ど 

 も・子育て会議に諮って定める。 

   附 則 

 この条例は、平成 25年 9 月 1 日から施行する。 

   附 則(平成 26 年条例第 59号) 

 (施行期日) 

1 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改 

 正する法律(平成 24 年法律第 66号)の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日か 

 ら施行する。 

(準備行為) 

2 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律に 

 よる改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成 18年 

 法律第 77 号)第 25 条に規定する事項のうち、同法第 17 条第 3項の規定によりその権限に属せられ 

 た事項に係る調査審議については、この条例の施行前においても、改正後の新潟市子ども・子育て 

 会議条例の規定の例により行うことができる。 
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新潟市子ども・子育て会議における部会の設置について 

平成 25年 9 月 4日 

新潟市子ども・子育て会議決定 

1．設置 

 子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65号)において第 77 条第 1項の審議会その他合議制の機関

の意見を聴くこととされている事項等について検討を行うため、新潟市子ども・子育て会議条例(平成

25 年新潟市条例第 33号)第 9条第 1項の規定に基づき、以下の部会を置く。 

(1)幼保部会 

(2)放課後児童クラブ検討部会 

(3)地域ネットワーク部会 

2．検討事項 

 部会の検討事項は以下のとおりとする。 

 (1)幼保部会 

  ①認定こども園、幼稚園、保育所、地域型保育事業に関する事項 

  ②一時預かり事業に関する事項 

  ③延長保育事業に関する事項 

  ④実費徴収に係る補足給付を行う事業に関する事項 

  ⑤多様な主体が子ども・子育て支援新制度に参入することを促進するための事業に関する事項 

  ⑥産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事項 

  ⑦その他必要な事項 

 (2)放課後児童クラブ検討部会 

  ①放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ)に関する事項 

  ②その他必要な事項 

 (3)地域ネットワーク部会 

  ①利用者支援事業に関する事項 

  ②地域子育て支援拠点事業に関する事項 

  ③乳児家庭全戸訪問事業に関する事項 

  ④養育支援訪問事業、その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業に関する事項 

  ⑤ファミリー・サポート・センター事業に関する事項 

  ⑥病児･病後児保育事業に関する事項 

  ⑦妊婦健康診査に関する事項 

  ⑧子育て短期支援事業に関する事項 

  ⑨子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関 

   する事項 

労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関 

   する施策との連携に関する事項 

  ⑪その他必要な事項 

3．庶務 

 部会の庶務は、福祉部において処理する。 

4．その他 

 前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が定める。 


